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総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 

（第２６回会合） 

 

日時 平成30年４月27日（金）10：00～12：12 

場所 経済産業省 本館17階 第１～３共用会議室 

 

１．開会 

 

○坂根分科会長 

 皆さん、おはようございます。定刻になりましたので、総合資源エネルギー調査会基本政策分

科会を開催いたします。 

 本日は、寺島委員、中上委員、増田委員が欠席であります。 

 

２．議事 

 エネルギー情勢懇談会を踏まえたエネルギー基本計画の骨子案の検討 

 

○坂根分科会長 

 前回の分科会では、2030 年のエネルギーミックスの実現に向けた対応について、ご議論をい

ただきました。本日は、４月 10 日に取りまとめられましたエネルギー情勢懇談会の提言を踏ま

えて、2050年の視点を含めたエネルギー基本計画の骨子案について議論します。 

 まず、事務局から資料の説明をお願いします。 

○小澤資源エネルギー政策統括調整官 

 それでは、資料の説明、最初に冒頭、少し時間をいただきまして説明をしたいと思います。 

 ｉＰａｄと、あとはお手元に紙の資料……ｉＰａｄのところで、資料１の束と資料２の束があ

ろうかと思います。資料１の束がエネルギー情勢懇談会提言の関係でございます。これが資料１

から３ございまして、資料２のほうが、それも踏まえました第５次エネルギー基本計画の骨子案

でございます。最初にエネルギー情勢懇談会の提言のほうの説明をさせていただいて、その後に

骨子案の説明を続けてさせていただきたいと思います。 

 提言のほうにつきましては、資料１－１をベースに、ポイントの紙をベースに説明をさせてい

ただきたいと思います。 

 この分科会では、2030 年のエネルギーミックス、エネルギー基本計画を中心に、これまでご
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議論いただきましたですけれども、並行してエネルギー情勢懇談会、これを昨年の夏から開催さ

せていただいてございました。こちらは、2050 年へ向けたエネルギーの将来像ということで、

世耕大臣の指示のもとに懇談会を設置して議論をしてまいりました。９回の議論を重ねて、４月

の10日に提言をまとめさせていただいたものでございます。 

 資料１－１がポイントでございますけれども、まずは 2050 年へ向けた情勢変化ということを

捉えてございます。 

 技術等の大きな可能性。2050 年というのは三十数年先でございますので、その中でいえば大

きな可能性というものがございます。特に技術の可能性、脱炭素化への挑戦、こういったことが

エネルギーの分野でもできるのではないかということでございます。エネルギー転換、これによ

る脱炭素化への挑戦ということでございます。 

 主要国、欧米の主要企業も脱炭素化への挑戦というものを標榜して、それに向けた大胆な野心

的な目標というものを立ててアプローチをしているということでございます。その意味では、エ

ネルギー転換に向けた国家間の競争、こういったものが本格化しているということでございます。

そういった大きな可能性のもとでは、野心的なシナリオでアプローチをすべきではないかという

ことが、まず一つでございます。 

 一方で、不確実性がございます。これは、野心的な中で技術等の大きな可能性はあるわけでご

ざいますけれども、これは非連続の試みでございまして、不確実性が非常にございます。主要国

においても野心的な目標を立てながら、決め手を、これを１つにするというようなことはなく、

決め打ちをせずに、さまざまな方法、多様な選択肢を考えているということでございます。 

 一例を申し上げれば、最近の実情で、これは情勢懇の中でもかなり議論がなされましたですけ

れども、欧米諸国を比較いたしまして、例えば原子力をやめて再エネでアプローチをしようとし

ているドイツ、それよりは、英国・フランスといった全方位でさまざまな選択肢を組み合わせて

対応しようとしている国が、ＣＯ２の削減といった点ではすぐれた成果をこれまでのところ出し

てきているということでございます。現状、経済的で脱炭素の完璧なエネルギーがない現実の中

では、あらゆる選択肢の可能性を追求するというアプローチが重要ということが指摘をされてご

ざいます。 

 その上で、やはり不透明性ございます。地政学の情勢、地経学の情勢、国際的にはそういった

リスクがさらに高まる可能性が指摘されてございます。その上で、技術間の競争の帰趨というも

のは不透明でございますので、常に技術と情勢をしっかりと観察し、開発目標と政策資源の重点

を設定していく。最新情勢のもとで、重点をしなやかに決めていくということが重要という指摘

がなされてございます。これを、科学的レビューメカニズム、これをしっかりと設置して決めて、
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不透明性を払拭して、検証する仕組みを導入すべきであるということが指摘をされてございます。 

 それから、こういった複雑で不確実な環境のもとでのエネルギー転換の中では、エネルギー政

策の原則でございます３ＥＳ、これの要請をさらに高度化する必要があるということでございま

す。 

 安全でございます。これは最優先はもとよりでございますけれども、これも技術革新とガバナ

ンス、マネジメントの改革による安全の確信をさらに高めていこうということ。 

 それから、エネルギーセキュリティ。資源の自給率ということでは、自国技術の重要性、技術

の自給率の向上というものをしっかり対応していこうと。その上で、選択肢の多様化を確保して

いくという視点が重要ということでございます。 

 環境適合のフィールドでは、単に環境に適合するということではなくて、特に温室効果ガス削

減の観点から脱炭素化への挑戦、これが求められるということでございます。 

 国民負担の抑制につきましては、さらにそれに加えて自国の産業力の強化につなげていく、そ

ういった視点が重要ということが指摘をされてございます。いわば、より高度な３Ｅ＋Ｓへ高め

ていこうというものでございます。 

 こういった大きな情勢変化と方針のもとで、個別のエネルギーの選択肢についての指摘でござ

いますが、やはり福島第一原発の事故を経験した我が国としては、再エネにつきまして大胆に進

めていこうということで、再エネについて、経済的に自立し脱炭素化した主力電源化を目指して

いくべきであるという指摘。その中で、原子力依存度につきましては可能な限り低減をしていく

ということが適切であるという指摘がございます。 

 再生可能エネルギーにつきましては、水素、蓄電、デジタル技術との組み合わせ、これをしっ

かりと進めて脱炭素化を目指していくと。さらに加えまして、送電網の再構築、分散型ネットワ

ークの開発が重要でございます。主力化に向けては、人材技術、産業基盤の強化に直ちに着手を

して取り組んでいくべきであるという指摘がされてございます。 

 原子力については、実用段階にある脱炭素化の選択肢として、まずは社会的信頼の回復が必須

であると。さらに、こういったもののために、安全性、経済性、機動性にすぐれた炉の追求、そ

してバックエンドの技術の開発、これに取り組まなければならないということの指摘がされ、人

材・技術・産業基盤の強化に直ちに着手し、真摯な責任ある取り組みこそ重要という指摘がなさ

れてございます。 

 化石につきましては、化石燃料については、過渡期も引き続き主力の電源として、そのセキュ

リティ確保のための資源外交の重要性、それから火力、特に火力発電につきましては、天然ガス

へのシフト、亜臨界のような非効率の石炭、これについてはフェードアウトしていくべきである
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と。その上で、自国のすぐれたクリーンコールテクノロジー、これについては重要であり、その

技術開発に傾注をしていくべきであると。低炭素化、ＣＣＳなどの脱炭素化を進めることで、こ

れとあわせて、エネルギー資源国とのエネルギー連携を図りながら、海外貢献を進めていくべき

であるという指摘でございます。 

 こういった全体を進める上では、我が国は総力戦で臨むべきであると。内政、外交、産業強化、

インフラ、そして金融を組み合わせた実行が求められるという指摘がなされてございます。 

 本体については資料１－２以降にございますけれども、今のポイントの説明でかえさせていた

だきます。 

 こういった提言をいただきました。これも踏まえまして、資料２のほうでございますけれども、

第５次エネルギー基本計画の骨子案というものを整理させていただきました。 

 まず、資料２－１をごらんください。骨子案の構造でございます。 

 「はじめに」からという部分と、それから、第１章から第３章までに整理をしてございます。 

 まず、「はじめに」で指摘をしていますが、やはり現在のエネルギー政策の出発点でございま

す福島第一原発事故、これに常に立ち返り、その反省と教訓を踏まえて対応していくという、そ

の立ち位置を「はじめに」で表現することにしたいと考えてございます。 

 第１章につきましては、構造的な課題と情勢変化ということで、これはこれまでも、現行の基

本計画でもこの枠組みになってございますけれども、まず構造的課題の部分、資源の大宗を海外

に依存している。人口の減少の傾向がある。温室効果ガスの増大、排出量の増大が続いている。

こういったことについての骨格は、課題としての骨格は維持をしたいというふうに考えてござい

ます。その上で、情勢変化と対応。これについては、最新の情勢、状況の反映ということで記載

をしていきたいと考えてございます。情勢の変化、状況の進捗を踏まえまして、2030 年のエネ

ルギー基本計画、ここの部分については３年経過をしたので見直し、2050 年のシナリオを新た

に加えて、それをどうするかを整理していくという、ここのたてつけの部分について、第１章で

表記をしたいというように考えてございます。 

 第２章は、2030 年に向けた基本方針と政策対応を、全体として整理をしたいと考えてござい

ます。 

 第１節は基本方針、これの骨格は維持をしたいということでございます。エネルギーミックス

の実現重視の対応、基本的な方針としての３Ｅ＋Ｓ、それから各エネルギー源の位置づけ、再エ

ネの最大限の導入、原子力については再稼働を重視した重要なベースロード電源としての位置づ

け等々について、骨格を維持したいというように考えてございます。 

 その上で、第２節でございますけれども、2030 年のエネルギーミックス実現へ向けた政策対



 5 

応、政策深掘りというものを、それぞれの分野に記載をしたいと考えてございます。 

 第３章には、新たに 2050 年に向けた挑戦ということで、先ほどご説明しました情勢懇の提言

を反映したいという、こういったフレームワークで進めていきたいというように考えてございま

す。 

 資料２－２をごらんください。具体的な骨子案でございます。 

 最初は目次でございます。今申し上げた、「はじめに」、第１章、第２章、第３章のたてつけ

が書いてございます。特に黄色で表現している部分が今回修正を加える部分ということで、「ア

ップデート」あるいは「新設」という形で表記をしてございます。 

 １枚めくっていただきまして、骨子案２ページ、２ページというか、骨子案の中身のほうでご

ざいますけれども、「はじめに」のところで、福島原発事故に常に立ち返る姿勢、それから、黄

色の部分は、今回の検討の契機、あるいは、どうしてこう修正することになったかという、そこ

の部分を最初に記載させていただきます。 

 第１章の第１節の構造的課題、ここの部分については、基本的に骨格を維持して対応したいと

いうことでございます。 

 第２節目は情勢の変化。 

 脱炭素化へ向けた技術間競争の始まり。再生可能エネルギーへの期待、あるいは、その革新が

他のエネルギー源の革新を誘発しているような状況、可能性が高まっていること、こういったも

のを記載したいと考えてございます。 

 技術の変化が増幅する地政学のリスク。３ページでございますけれども、シェール革命、再生

可能エネルギーの価格の低下などの技術変化と地政学の変化、地経学の変化について記載をした

いと考えてございます。 

 国家間・企業間の競争の本格化が進展していることを、さらに追加的に記載をいたします。 

 第３節、ここが2030年のエネルギーミックスの実現と2050年のシナリオ設計との関係でござ

います。 

 2030 年の基本計画、エネルギーミックスについては、相応の蓋然性をもって示された見通し

でございますし、日本の今の温暖化推進計画の削減目標の基礎となってございます。重要な指針

でございます。 

 また、その中身についての進捗は、３月 26 日のこの分科会でも整理をいたしましたが、道半

ばの状況でございますので、こういった状況を踏まえて、基本的な方針を堅持して、施策の深掘

りで進めたいということでございます。 

 2050 年につきましては、この長期展望はなかなか蓋然性を持った予測が困難でございますの
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で、野心的な目標を掲げつつ、複線的なシナリオによるアプローチで対応するということを、こ

こで関係として整理をしたいと思ってございます。 

 その下の１から２、３、４、５は、今のエネルギー政策、エネルギーミックスの進捗状況でご

ざいます。改善している部分、さらなる努力が必要な部分、こういったものについて記載をして

まいります。 

 ５ページでございます。 

 ここからは第２章でございまして、2030 年に向けたフレームワークの中で、基本的な方針、

１にございますけれども、３Ｅ＋Ｓ、国際的な視点の重要性、経済成長の視点の重要性、こうい

ったものについては基本的な骨格を維持して記載をいたします。 

 ２ポツの各エネルギー源の位置づけ、政策の方向性でございます。 

 まず位置づけにつきましては、2030 年までの再生可能エネルギー、原子力、石炭、天然ガス、

石油、こういったところの記載については骨格を維持してまいります。 

 ３ポツ、６ページでございますけれども、二次エネルギー構造のあり方、電気、熱利用の促進、

それから水素の書きぶり、この辺も骨格を維持いたします。 

 第２節が、こういった2030年に向けた政策対応の深掘りの部分でございます。 

 黄色の部分がまさに追加的に記載するところでございますけれども、資源確保につきましては、

国際資源市場の形成、バリューチェーン、アジア大でのバリューチェーンの構築など、こういっ

たものを新たに記載いたします。ＪＯＧＭＥＣによるリスクマネー供給の強化。これは法改正、

既に行っておりますので、こういった追加的になされた施策を追記していきます。資源の調達の

調達国との連携強化、次のページへいきまして、国際ＬＮＧ市場の構築、こういったものについ

ても追加的に記載をし、メタンハイドレート、国内の資源開発という意味では、これの商業化に

向けた技術開発、あるいは海底熱水鉱床の資源量の把握等々について記載をいたします。コバル

ト等の安定供給の確保、こういったものも追記をいたします。 

 省エネルギーにつきましては、ＩｏＴやＡＩ、ビッグデータの活用、複数事業者の連携といっ

た新たな省エネの枠組み、仕組みを進めるということを記載いたしまして、分野別にその対応を

書いてございます。例えば、運輸部門のところでは次期燃費基準の策定、これは検討開始でござ

いますけれども、こういったものについて追記をいたしますし、省エネ法の改正、現在国会に提

出中でございますけれども、こういったものを新たに追記いたします。 

 ８ページをごらんください。８ページは再生可能エネルギーの導入の加速ということでござい

まして、ここについてはかなり追記をするということで考えてございます。 

 主力電源化に向けた取り組みということで、固定価格買い取り制度の導入以降、着実にその導
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入が進展してございます。足元では電力供給の８％程度まで拡大をしておりますので、今後もさ

らなる大量導入による主力電源の一翼を担うということが期待されるというように考えてござい

ます。 

 他方で課題も出てきております。発電コストは高どまりしてございます。賦課金は２兆円を超

えるレベル。系統接続の問題、調整力確保の問題。解決すべき課題が明らかになってございます

ので、それについての対応を書き、推進をすることで主力電源化への布石を打つというような形

で進めたいと思ってございます。 

 その下は、分野別にそれぞれコストの削減、分散型電源としての活用促進、規制の合理化等々

について記載をさせていただいてございます。 

 ９ページにいきまして、●のところがございますけれども、固定価格買い取り制度のあり方、

これについては現在見直しを対応中でございますけれども、そういった新たな記載。 

 それから、系統制約の克服、調整力の確保のための対応、日本版コネクト＆マネージの具体化、

検討中のものでございますけれども、こういったものを書いていきますし、調整力の点では、需

給調整市場、容量市場の整備等々について新たに記載をいたします。 

 福島の再生可能エネルギー産業の拠点化の推進についても追記をいたします。 

 原子力政策につきましては、９ページの一番下にございますけれども、社会的信頼の獲得に努

めていくことが重要ということで、これは、原子力小委員会、３月のこの分科会でも報告をさせ

ていただきましたが、さらなる安全性の向上、防災・事故後の対応の強化、核燃サイクル・バッ

クエンド対策、立地地域への対応、対話・広報の取り組み強化、技術・人材・産業の基盤強化な

ど、総合的な取り組みを進めるということを追記させていただいて、個別のものについて、動き

があるものについて、黄色で次のページ以降に記載してございます。 

 福島の復興・再生に向けた廃炉・汚染水対策、福島における廃炉の拠点整備、これについても

追記をいたします。 

 不断の安全性の向上の面では、ピアレビュー、産業大での連携強化等について記載をいたしま

す。それから、技術開発等を通じた原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化、現場力の維持・

強化。 

 それから、使用済み燃料対策については、科学的特性マップを現在公表して、国民理解活動、

対話活動を推進してございます。こういったものについても追記をしたいというふうに考えてご

ざいます。使用済み燃料対策の関係では、貯蔵能力の拡大、これちょっと黄色で書いていないん

ですけれども、ここについても官民連携のアクションプランを策定して、現在対応中でございま

すので、こういったことについても追記をする方針で臨みたいと考えてございます。 
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 核燃料サイクルについての政策の推進、着実に進めること。それから、11 ページにいってい

ただきまして、高速炉については、戦略ロードマップを策定して開発を進めていくということを

現在検討中でございますので、それを追記いたします。もんじゅにつきましては、これはもとも

とは研究拠点の整備ということで現行のエネルギー基本計画では書いてございますけれども、一

昨年末に廃止の方針というものを決めさせていただきましたので、それに基づいた計画的な廃止

を進めるということを記載するということにいたします。 

 それから、科学的根拠等に基づいた広聴・広報、それから、立地自治体等との信頼性構築のた

めの支援の充実など、こういったことを追記したいというふうに考えてございます。 

 化石燃料の部分、５ポツでございますけれども、高度化法、エネルギー需給高度化法、省エネ

法に基づく非化石電源化、発電効率の向上の実現、これを明記し、さらに非効率石炭のフェード

アウト、海外からの要請に基づく超々臨界の発電設備の導入支援、こういったものについて追記

をいたします。 

 石油産業関係で申しますと、ＳＳ（サービスステーション）対策、石油製品流通網の再構築、

こういったものについての推進を書いていきます。 

 それから、６ポツの水素社会につきましては、昨年末に水素基本戦略というものを政府で決定

いたしました。それに基づいた対応というものを少し多目に書き込むということにしてございま

す。モビリティにおける水素需要の拡大の加速、それから、国際的なサプライチェーンの構築、

技術開発等々について書き込みをいたします。 

 ７ポツ以降、エネルギーシステム改革、これは今現在進めているものでございますけれども、

電力システム改革、ガスシステム改革、着実に進めていくということを表記したいと考えてござ

います。 

 エネルギー供給網の強靱化につきましては、これは国家備蓄、それからＬＰガスの備蓄の有効

活用等々、それから地震・雪害などの災害リスク等への対応強化、こういったものについても表

記をしたいと考えてございます。 

 それから、二次エネルギー構造の改善。これは、低コスト化、それから、エネルギー産業政策

としての新技術を実装した分散型ネットワークシステム構築、国際協力の展開等々について表記

をいたします。 

 14 ページでございますけれども、第３節、戦略的な技術開発の推進。これにつきましては、

技術開発ロードマップ等々を策定してございますので、その着実な推進ということを表記したい。

その上で、新たに出てきている革新的な技術開発課題につきましても推進をしていくということ

を、表記をしていきたいと考えてございます。 



 9 

 国民各層とのコミュニケーションの充実、重要でございます。現在はエネ庁のほうでも対応し

ていますウエブ等、こういったものを使った効果的な広報、それから、さまざまなステークホル

ダーが参加するプラットフォームの構築、こういったことについての対応を追記したいというよ

うに考えてございます。 

 15ページ以降が第３章でございます。 

 これは、先ほど申し上げましたエネルギー情勢懇の提言を反映して書き込むということにして

ございます。基本的には提言の中身の重要なところを追記いたしますけれども、野心的な複数シ

ナリオの採用、2050 年シナリオの設計としてのより高度な３Ｅ＋Ｓ、科学的レビューメカニズ

ムの設置での検証、エネルギーシステム間でのコストリスク検証をベースに検証を行っていくこ

と、それから、各選択肢の課題解決方針をそれぞれ書かせていただきたいというように考えてご

ざいます。 

 こういったシナリオ実現に向けては、最後の部分でございますけれども、総力戦による対応が

大事でございまして、エネルギー政策のしっかりとした展開、国際連携、それから、産業強化と

エネルギーインフラの再構築、資金メカニズムの再構築、こういったことを進めていくというこ

とを記載したいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○坂根分科会長 

 ありがとうございました。 

 実は私、エネルギー情勢懇談会にも参加しておりまして、そこで私が発言した内容を１枚物に

まとめて、皆さんのお手元に渡っていると思いますが、「エネルギー情勢懇談会を通じて得た視

点」というペーパーです。それから、２枚目に「温室効果ガスの排出量と削減目標」と題した資

料にＣＯ２のグラフが出ておりますが、この２枚を使いながら、私がどんな発言をしたかという

ことを皆さんに、参考にお話をしたいと思います。皆さんのご見解と違う部分も多々あるとは思

いますが、お許しいただきたいと思います。 

 まず、私は、2009 年から５回連続、ＣＯＰの会議に出ておりまして、最初は地球温暖化問題

に取り組んでおりました。その後、2014 年から今に至るまでこのエネルギーの問題にかかわっ

ているという立場から、環境とエネルギーの両分野にこの10年近く深くかかわってきました。 

 私の持論なんですが、我々、何のためにこうした議論をしているのかと考えたときに、究極の

課題は化石燃料がいずれ必ずなくなる、そのときどうするかということだと思います。 

 諸説あるものの、石油は100年は絶対もたないと思います。石炭は150年ぐらいもつかもしれ

ない。いずれにしても、化石燃料がなくなるまでに、代替エネルギーを早く見つけなければなら
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ないというのが再生可能エネルギーの基本なんだというふうに思います。特に化石燃料について

言えば、アフリカなどの途上国がこれから発展する上で、身近にある石炭などは非常に重要な資

源ですから、我々先進国はできるだけ化石燃料の使用を少なくしながら、この化石燃料の枯渇を

できるだけ先に延ばすというのが最終目標だと私は信じています。 

 では、何で代替できるのかと考えたら、今の技術レベルから考えたときに、再生可能エネルギ

ーだけで代替できるレベルに、私はとてもなっていると思えません。したがって、長期的視点に

立ったとき、今の段階で使用済み核燃料サイクルをセットにした原子力発電をギブアップするわ

けにいかないというのが私個人の今の所見です。これははっきり申し上げました。 

 それから、パリ協定、２℃目標と 2050 年目標というのは、いわばその化石燃料枯渇までの一

里塚というか、最終ではなく中間的な目標であり、化石燃料がなくなるまで地球温暖化がもたな

かったということもありうるわけで、一方で２℃が進んでいるということだと思います。 

 ２枚目のグラフをちょっとご覧いただきたいのですが、この地球温暖化に関するＣＯ２のグラ

フですが、一番左端に基準年の 1990 年が出ております。そのお隣が京都議定書の 2008 年から

12年の目標値で６％減。実は、この間リーマンショックがあり、2011年には3.11の東日本大震

災があって、ＣＯ２に対してプラスマイナスの要素があるのですが、実力ベースでは達成できな

くてクレジットを加味しています。 

 それでも何とか達成できたわけですが、我々がこの前のエネルギーミックスを議論したときの

基準年は 2013 年度で、14.1 億トンになっております。これを 30 年で 26％削減という目標にし

ました。ただ、26％は、京都議定書のベースの90年比でいうと17％削減です。 

 右端が 2050 年の８割減レベルですが、これ、ご覧のとおり、どうやったら達成できるのか、

かなり絶望的になる数値でして、一番下に、産業関係の中で鉄とか化学という素材製造段階だけ

でかなりのＣＯ２を発生させる部分がどうしても残ります。 

 一方で、自動車の電気化が起こります。あらゆるものの電気化が起こりますから、非電力だけ

で２割は残りますので、電気化した上で、電力は全てゼロエミッションにしないと達成できない

レベルです。実は、2030 年に前提になっているのが、電気自動車とプラグインハイブリッドを

合わせて 45％まで普及するという前提としておりますから、これで 26％減となると、かなり厳

しい状況にあるということはご理解いただけると思います。 

 したがって、今の段階で、再エネの主力化だけで８割減に向かっていくことは、私は非常に難

しいと思います。原子力、火力の低炭素化、全てを逃げずに真正面から挑戦しないと、８割減は

とても達成できないと思います。 

 その次に、50 年の脱炭素化には、当然ながらＳ＋３Ｅが制約条件になるのですが、私は、実



 11 

は一番心配しているのが技術自給率です。 

 再生可能エネルギー、今、２兆円を超えるお金が太陽光発電の補助に使われていますが、私の

貴重な経験をお話ししますと、3.11 の日に、当時私はコマツの会長だったんですが、当時の社

長と一緒に本社ビルに閉じ込められました。その時２人で話をしたのは、これから電力は厳しく

なるなと、うちの工場も一度電力半減に挑戦してみようよとその場で決意して、その後すぐ工場

に指令を出しました。あらゆることをチャレンジして５割減しようと。 

 いろいろ議論しましたけれども、結局、なかなか良いアイデアが出てこないので、もう工場を

ゼロからつくり直していいからやろうということにしました。すると、出てきた意見が、「そん

なことをやるよりも、土地とお金は十分あるのだから、太陽光やりましょう」と、「工場の空き

地に太陽光パネルを張って太陽光発電をやれば、すぐ５割減できます」というものでした。私、

そこで言いました、「それでも君たちは汗と知恵を出したと言えるのか」と。確かにお金と土地

を会社が用意し、当時ＦＩＴは相当高い頃でしたから、回収は明らかにできる。ただ、「それは

何のためにやっているんだ」と、「とにかく汗と知恵を出さないような電力削減はだめだ」と言

ったのを覚えています。 

 一方で、私どもは、太陽光発電用のシリコンを薄くスライスする機械では世界的メーカーです。

富山県に工場を持っていますが、製品の大半が中国向けに出荷されているので、太陽光発電の中

で肝心な部分がもう日本ではつくられていないことを十分知っていましたから、太陽光が普及す

るということは、弊社にとっては、中国経由ですけれども、ビジネスが拡大するので悪いことは

ないんですが、このような状況で日本という国が中国主導の太陽光に頼ってしまって本当にいい

のかというのが私の貴重な経験です。 

 したがって、私は、再生エネルギーは、もっと日本ならではの革新的な技術、あるいは水素や

地産地消を追求してゆくべきだと考えます。 

 結局、私共の工場が購入電力９割減を実現できたのは、工場を新しくつくって、屋根を低く設

計し、冷暖房はすべて地下水を使い、機械一点一点ピーク電力をカットして、モーターはできる

だけ小さくするなど、ありとあらゆることをやって９割減を実現できたわけですが、結局それは

バイオマス発電という、森の間伐材を持ってきて発電し、さらに熱利用するということまでやっ

ての結果です。 

 私は、本来この国は、地産地消に向けた小規模の水力、それから、バイオマス、これも大規模

にすると外国材ばっかり使いますから小規模なバイオマス、これは森の復活も同時にできますの

で、そういった生きたお金にしたいというのが私の率直な気持ちです。 

 それで、そのときに、原子力依存度は低減するのですが、政府は原子力の比重を限りなく可能
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な限り下げると言っていますが、私は、それを前提にして 2050 年時点で８割減ができるとはと

ても思えません。したがって、原子力の重要性は変わらない。私は、もう国は原子力から逃げな

いでくれという発言をしました。逃げないということは、原子力というのは何らかの投資がない

限り技術を維持できません。したがって、それは海外の投資案件で技術は維持できる部分はあり

ますけれども、やはりより安全な原子力を追求しながらの投資、これがないと技術の維持もでき

ないと思います。 

 それから、ＣＯ２削減は国内だけではかなり難しいと、私はＣＯＰに出ながら考えまして、結

局、日本の技術を使って二国間オフセット、これでどんどん海外のＣＯ２を下げて、要するに世

界全体のＣＯ２を下げることができればよいわけですから、そこに貢献し、エビデンスはこんな

に残っているということを胸を張って言えればいいのではないかというふうに思っていまして、

海外投資と海外のＣＯ２削減というものも同時に力を入れてやっていく必要があると思います。 

 最後になりますが、2030 年のエネルギーミックスは、50 年に向けた、あるいは２℃目標に向

けた、一里塚であるわけですが、まずはマイナス 26％削減、これは確実に実施する必要がある

と思います。そのためには、再生エネルギーはもちろん、原子力再稼働、使える手段はあらゆる

ものを駆使して実現する必要があると考えます。 

 それから、もう今回の議論から、エネルギーと地球温暖化問題を別々に議論していたらだめだ

と私は思います。本日は、環境省と外務省も出ておられますが、エネルギーとＣＯ２の問題は不

可分です。 

 それから、国の立場をもっとはっきりしてほしい、特に原子力に対する国の立場をはっきりし

てほしいと強調しておきました。 

 以上が私の情勢懇による発言のまとめであります。 

 それではここから、今、事務局から説明ありました件について、どなたからでも結構ですので、

ご質問、ご意見をいただきたいと思います。 

 水本さん。 

○水本委員 

 ありがとうございます。 

 今の坂根委員長のご発言に、企業の立場として、全く賛同でございます。 

 この骨子案は、今回の基本政策、分科会の2030年情勢懇の2050年という議論を踏まえて、そ

の不確実性の大きな将来を見据えた複線的シナリオのベクトルの方向性、それから現実、実現に

対するマイルストーンとしての網羅的な提案になっていると思います。 

 ３Ｅ＋Ｓのバランスの中で、やはり企業の立場で強調したいことが３点ございまして、１つが
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電力料金で、２つ目が人材確保、そして３つ目が技術力だと思っています。 

 電力料金に関しましては、第３節４項に電力コストについての記載がございますが、燃料費と

ＦＩＴの買い取り費用の負担の総額が足元6.2兆円とございますが、この水準でも電気料金の負

担は、まず、産業界にとって小さいとは言えません。製造業の購入電力使用額というのは、2010

年を 100 とした場合、2015 年で 136 と大幅にふえておりまして、電力多消費型の中小企業にと

っては存亡の危機になっています。 

 ６ページの中段のところで、電力料金が大幅に上昇することがないように注力、注視というよ

うな記述がございますが、「産業競争力維持のためには電力料金負担を十分抑制するよう努力」

ぐらいの書き方をしていただけたらいいなと思います。 

 ２つ目の人材なんですけれども、原子力のところで技術・人材・産業基盤の維持強化と記述さ

れているんですけれども、やはりもっと具体化していただきたいと思います。 

 当社ＩＨＩは原発メーカーなんですけれども、最後に原子力発電所を建設してから既に 20 年

がたっております。当時の設計・製造・建設の中核的な人材というのは、もう定年を迎えつつあ

ります。 

 将来が見通せない中で技術継承が危機的状況にあって、やはり原子力というのは建設から、計

画から建設までにも 10 年を要しますし、除染とか廃炉というのを含めれば 100 年に及ぶ事業だ

という中で、人材の育成に関しても、産業として魅力的であって、将来性や社会的意義があると

いうことを示していかないと、とても人材を維持することはできない。そういう意味で、原子力

について、やはり国として続けていくっていう明確な意思表示をしていただきたいなと思いまし

た。 

 ３つ目も技術に関してなんですけれども、その技術自給率を見るという視点、非常に大事だと

思います。その中で、もう二国間オフセットということで、これも坂根委員長がおっしゃったん

ですけれども、例えば石炭の高効率化っていうのが、日本がどれぐらい貢献できるかというと、

今、全世界のＣＯ２発生第１、２、３の米国、中国、インドの全ての火力発電所の設備を日本の

最高の高効率の発電設備に置きかえると、それだけでＣＯ２を日本が出している分全部に相当す

るという、そういう試算もあるわけですね。国としては、やはりこういうことを積極的に進めて

いって、他国が余り非効率な火力発電を導入しないような仕組みというのはぜひつくっていただ

きたいと思います。 

 この３点で、今、坂根委員長がおっしゃったことに全く同意させていただきます。 

○坂根分科会長 

 それでは、崎田委員。 
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○崎田委員 

 まず最初に、坂根分科会長に今お話しいただいたことに、私は消費者あるいは地域での普及啓

発をやっている視点として、大変まず敬意を表したいなと思うことがあるのは、やはりご自分が

企業の経営者として９割削減を実現させた、その上で今のエネルギーのことをきちんと考えて提

言されているという、その地に足のついた視点が大変に説得力があり、共感を呼ぶというふうに

感じております。 

 私は地域で普及啓発をやりながら、やはり私たち自身の省エネとか新エネに対する感度を高め

ていくこと大事ですが、地域開発のときのエネルギーの根本的な取り組み方とか、そういう地域

にあっても総力戦、市民と地域づくりの総力戦で、この問題解決していかなきゃいけないという

ふうに常々思っています。ですから、今回のいろいろな情勢懇のお話の中でも、2030 年までは

しっかりと積み上げで、今の技術あるいは取り組みの積み上げで大事なんだけれども、2050 年

というのはかなりチャレンジングな、戦略的なことも考えていかなきゃいけない。そのやはり両

方をちゃんと視点に持ってやらなければいけないという、そこを強く印象に持ちました。 

 それで今回、2030 年のエネルギーのあり方に関するこの委員会として考えると、やはり私も、

地球環境の将来に対して日本がしっかりと責任の一端を担うということと、日本国内のエネルギ

ー自給率をきちんと確保するという、これが基本に非常に大事だと思いますので、そういう意味

で、脱炭素化に向かいながら、再生可能エネルギーと原子力の安全を徹底した、そして依存度を

低減しながら、ただし活用するという、そういうような方向性を情勢懇のほうでも示されたとい

うことは、大変方向性としては大事なことだというふうに感じています。 

 再生可能エネルギーを今回しっかり使うということがかなり強く出ていますが、この 2030 年

までのところに当たっても、私はやはり地域のエネルギーとしての、何を使うかというのは地域

によって違いますので、その地域の個性を活用しながら、地方創生につながる話だというふうに

本当に思いますので、やはり再生可能エネルギーを、まず大きな電源としてつくることも大事か

もしれませんけれども、地域をしっかりと生かしていくというエネルギーとして活用していく視

点、重要だというふうに思っています。 

 なお、こういうような社会になったときに、それをどういうふうに安定的に使うかということ

で、系統の話とか、蓄電するんだ、いろんな話があります。 

 今回、水素のお話、水素の重要性に関して、これまでの基本計画の記載よりもずっと強めて、

やはり水素戦略を導入したということは重要な意義を持っているというふうに私は感じておりま

す。 

 国家戦略をつくる会議に私も参加を、一委員として参加をさせていただいた印象として３つ申
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し上げたいのは、やはり大量導入時代の安全規制のあり方をしっかり考えていただきたいという

ふうに思っています。非常に安全に使うために、細かい規制がたくさんできています。安全は本

当に大事なんですけれども、それをどういうふうにもっと総合的に、きちんとわかりやすく、や

りやすくやるのか、一応、国の視点で一回ちゃんと考えていただきたいということ。 

 それともう一つ、世界に発信する、日本の意思を世界に発信するショーケースとして、東京

2020 の機会を使うというふうに書いてありますが、これは本当に重要なことだと思います。時

間が余りありませんので、ポイント絞って、やはり福島のエネルギーをちゃんと活用しながらＣ

Ｏ２フリー水素をつくるとか、そういうことをしっかり発信して、国内・国外に示していただく

ことが大事だというふうに感じています。 

 あと３番目、社会を巻き込みながら、この水素の振興を図ってほしいというふうにずっと申し

上げてきました。やはりこの気持ちは変わりません。今、産業界の方、一生懸命熱心に取り組も

うとされ始めておりますけれども、これがやはり技術が定着してきたときに社会のほうが、「え

えっ、水素ってやっぱり危険だったんじゃないの」とかですね。やはり社会が一緒になって考え

ていかないといけない話だと思いますので、常に社会を巻き込みながら技術を革新させるという

視点を持っていただきたいというふうに願っています。 

 そういう意味で私は、今回見直し案が出ていますが、この中で１点申し上げたいとしたら、最

後の国民とのコミュニケーションというところをもう少し厚くしっかりと書いていただきたいと

いう、その１点でございます。この最後のところは水素の話だけではなく、全てのエネルギーの

情報に関して、今、多様なステークホルダーと書いてありましたけれども、多様な世代、若い方

とか、やっぱりみんなに関心を持って自分ごととして考えていかなければいけないことだと思い

ますので、そういうところをしっかりやっていただきたいというふうに心から願っています。 

 よろしくお願いします。 

○坂根分科会長 

 次は豊田さんですが、崎田さん、さきほど再エネのバイオマスの話で、私ちょっと説明し忘れ

たことがあるので追加させていただきます。 

 大規模なバイオマスにすると、私の出身の島根県にもありますが、外国材を持ってきますよね。

ですが、石川でやってみて分かるのは、間伐もしないで森があれだけ朽ち果てようとしている中

で、間伐がとにかく必要だということです。自治体から間伐に補助金を出したけれども、切ると

ころまでの補助なので、結局間伐しっ放しで持ち出さないというところがあるわけですよね。そ

うすると、そういう間伐材を使った小規模のバイオマスだけでも、仮に少々国民負担が上がった

としても、それは各地方にとって非常に意義があることではないでしょうか。 
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 だから私は、この国の省エネとかそういう再エネというのは、大規模なもので考えていくと今

のような中国製とか外国材などになってしまいますが、地産地消みたいなもので、あとは電力の

ネットワークをやっていくというような方向にいかないと、この国の国益にもならないというよ

うな思いで言ったつもりです。 

 それでは、次は豊田委員。 

○豊田委員 

 ありがとうございます。 

 2050 年に向けた脱炭素化の戦略を踏まえて今回の基本計画を見直すという発想は、すばらし

いものだと思います。2050 年に向けた戦略という意味で、可能性と不確実性というのを強調さ

れて、野心的であるけれども複数のシナリオを持って評価しつつ、柔軟に方向性を転換していく

という発想も非常によろしいかと思います。 

 そういう観点から、３点ほどちょっと申し上げさせていただきます。まず、主力電源化に向け

て努力する再エネ、脱炭素化の柱ということで、これは大変結構だと思いますが、再エネのコス

トが低下してきている中で、再エネのコストがどこまで下がるのかは国によって異なるというこ

とはよく認識しておいたほうがよろしいかと思います。 

 島国か否か、日照時間がどれだけあるのか、風力、風況はどうなのか、平地が多いのか、山が

ちなのか、それぞれの国によってみんな違う。したがって、主力電源化に向けて努力するのは非

常に良いと思いますが、日本を現実的に見るとどうなのかという発想は、ぜひ忘れてはいけない

ことだと思います。 

 そういう観点から現在の基本計画を見ると、再エネのコストを下げない限り、エネルギーミッ

クスが実現できたとしても高コストになってしまうと思います。毎回申し上げますけれども、全

量買い取り制度で、今後20年で51兆円というコストを国民が払うことを既にコミットしている

わけです。電気代を下げるのは原子力の再稼働であるこを急有すべきです。エネ庁の資料によれ

ば、１基再稼働すると 350～600 億円のコスト低減につながるということです。原子力と再エネ

は対立構造にあるのではなくて、補完構造にあるということは強調していただきたいと思います。 

 ２番目が原子力そのものでございます。50 年の長期の観点から見た場合、今、坂根分科会長

が言われたお話ですけれども、私自身も、脱炭素化の第２の柱として原子力は最低維持すべきで

あり、再エネの動向によっては、場合によってはふやすことさえ考える必要もあるのではないか

というふうに思います。 

 今の状況を放置すると、中国とロシアだけに原子力を任せるような状況になってしまいます。

安全炉を追求という点も非常によろしいかと思いますが、これは安全炉を追求していくだけでは
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不十分で、安全炉を導入していく必要があるために、新増設にもつながる議論だというふうに私

自身は理解をしております。 

 そういう観点から、このエネルギー基本計画において、書いていただきたい一つとポイントと

して、今、崎田委員の言われた規制の話があると思います。ＩＡＥＡの表現を使うと、「規制の

最適化」という言い方になります。「規制の最適化」というのは、規制を導入する場合のプラス

面とマイナス面を見て、ネットでプラスでない限り導入しないという発想です。去年、ＩＡＥＡ

は日本の原子力規制庁の規制の体系というのをレビューしていて、さまざまな点から、この最適

化に向けた余地があるということを指摘しています。規制庁もそれを踏まえて、今、スタディグ

ループを使って検討しているとは聞いています。従って原子力規制庁とＩＡＥＡのこういった最

適化に向けた努力を慫慂するような、そういう指摘も書いていただいてよろしいんじゃないかと

いう気がします。 

 ３つ目ですけれども、化石燃料の扱いです。 

 「過渡期は低炭素化に向けて努力する」というのは非常に実践的な言い方ですが、過渡期で終

わってしまわないで、化石をどう脱炭素化して使うのかという発想が重要だと思います。これも

今、分科会長や、あるいは崎田委員が言われた、水素化という発想につながっていくのだと思い

ます。化石燃料イコール座礁資産という発想ではなくて、化石燃料も、新たな技術により優良資

産になりうるのであり、その先頭に立つのが日本の技術であるという、そういう発想をぜひ持っ

ていただいて、ここでも書いていただいたらよろしいのではないかと思います。 

 非常にいい表現が 50 年戦略にあります。過少投資問題への対応という観点から、新しい技術

への投資をどんどん進めてもらう。これは原子力、再エネ、電池、水素、全てだと思います。そ

ういう観点から、この過少投資問題の対応というのは、2030 年を待たずに、今からでもやって

いただきたいと思います。原子力の安全炉も 2030 年を超えてから考えるでは遅いのであり、今

からぜひ進めていただきたいとと思います。 

 以上です。 

○坂根分科会長 

 それでは、西川委員。 

○西川委員 

 ありがとうございます。今ほど、骨子案のお話がございました。 

 再生エネルギーについては、2050 年に「経済的に充実した主力電源化」、あるいは「大量導

入する」という表現、一方で、原子力については、「実用段階にある脱炭素化の選択肢」という

ような表現で、現在の現実の原子力発電所の再稼働ペースでこういう問題が解決できる表現にな
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っているのか。   

また、現行のエネルギー基本計画において、「重要なベースロード電源」と原子力が位置づ

けられているところでありますけれども、原子力は主力電源ではないのか、あるのか。また一方

で、「可能な限り依存度を低減」すると 16 ページあたりに書いてありますけれども、これは現

行の目標である原子力比率 20 ないし 22％を下げていくという意味なのか。原子力の位置づけが

はっきりしないなという印象を、今、受けながら骨子案をお聞きしたところでありますが、いず

れにしても、非常にわかりにくく、何か混乱がかなりきついというふうに、今、感じながら骨子

案をお聞きしたところでありますが、今、坂根委員長がいろんな理念と個別具体のお話をおっし

ゃいまして、その意味はよく理解いたしました。敬意を表するところでございまして、かなり委

員長のおっしゃっていたお話と具体に今書いてあることとのギャップを表現上、残念ながら感ず

るような感じがありますから、そのギャップを埋めていただく必要があるかなと。 

 そして実際、一般国民、あるいはメディアの受けとめ、あるいは表現など見ますと、委員長が

おっしゃるような、そういう問題意識が明瞭にどこにも出ていないことが多いんですよね。何か

はっきりしないという、曖昧なものはずっとこの 10 年近く続いていると。ここをぜひとも明瞭

にしてほしいと思うんです。 

 そこで、まずその前提として、一つは、この骨子案等にもございましたが、福島を経験したと、

これをどうするんだと、立ち返るんだというお話がありましたが、本当に何か立ち返ってしっか

り見たのかという話ですね。まもなくオリンピックの年ぐらいになりますと、10 年近くになり

ますけれども、もう一回、何が原因で、何が問題だったって、これは問題じゃないと、これは問

題だった。あるいは、今やっていることはどう続けて、どう解決するんだということを国民の皆

さんにはっきりもう一回お示ししないと、ずっと曖昧なままに来ているということを、懸念をい

たすものであります。これが１点であります。 

 それから、エネルギーミックスに関しては、原子力については非常に大規模なプラントを長期

スパンで作っていくということでありまして、あらゆる社会問題、地域問題を解決して実行する

ものでありますし、一方、再生可能エネルギーは小規模で分散的で、あらゆるところでも極端に

言うと、塵も積もって一定の成果を上げて目的を達し、それをまた試行錯誤で一つずつ良くして

いこうという、そういうタイプの技術ですから、同列にやや論じられていてしまって、物の準備

のスケジュールが全然違うものを一緒にやっていたのでは、再生可能エネルギーにはそれは適し

ているかもしれないけれども、原子力などの課題にはほとんど適しないようなアプローチになる

と思えるわけであります。 

 特に再生可能エネルギーのいろんな課題、これは全て最近のいろんな課題なんですけれども、
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それを解決していくということは大事ですけれども、原子力についていろいろ課題が出ています

けれども、使用済燃料や放射性廃棄物の課題など、もう20年も30年も前から課題だと言いなが

ら、これを十分な手をつけているというのが、それができていないような印象を持つわけですよ

ね。具体的なプロセスが、あまり見えない。これが社会的、経済的また科学的なしっかり裏づけ

をしないと、単なる後ろ向きの非経済的な、何か後始末の政策だと、そういうようなことでは、

若い人がこんな分野に立ち向かう気力は生じませんし、また、これからのこういう原子力エネル

ギー問題の次の発展段階にも役立たないというような、こういう状況にありますから、ぜひとも

これは最先端の科学技術を尽くして、具体的なそれぞれの問題をどうするんだということを、こ

の段階で今まさに示すべきかなと、こんなふうに思うんです。 

 16 ページに、原子力について、安全・経済・機動性にすぐれた炉の追求とございますけれど

も、これは 2050 年の将来像ということになりますと、原子力にとっては今何をしないとこの将

来像が実現できるのかできないかという課題であって、自然再生エネルギーなど全然性格の異な

るものであります。ですので、ぜひ着手するといいますか、それぞれの課題について着手をし、

具体的な作業を進めるということが大事かなと、こんなふうに思っております。 

 いずれにしても、いろんな課題ありますけれども、原子力に対する方針、世論任せにはしない

で、将来の明確な見通しをお示し願ってですね。社会的信頼の回復とおっしゃっていますけれど

も、地道に何をやっていくのか。その精神論との間に何もないんですよね、方法論が。これでは

世論は曖昧なままに、宙ぶらりんに置かれるという状況でありますので、こういう状況では、当

面する 40 年超運転の原子力発電の再稼働とかいろんな問題に、どう地元として対処していった

らいいのかといういろんな課題が出てくると思いますので、ぜひともこの問題に果敢に具体的に

積極的に記述をし、お取組み願いたい、そういうことをお願いしたいと思います。 

○坂根分科会長 

 ちょっと補足ですが、今の原子力について、2030 年のエネルギーミックスを議論するときに

は、原子力について、とにかく新しいほうがいいんだと言った途端に国民が、じゃあ古いものは

全部やめてくれなんていう極端な議論に走りがちな国ですから、私はあえて抑えてきましたが、

今回、2050 年という話をしたわけです。地球温暖化問題と原子力問題は切り離せないですよね。

ですから、ここで国が 2050 年の地球温暖化問題をどこまで真面目にといいますか、まともに受

けて立つのか、そこだと思いますね。これを本当でやる気ならば、この原子力問題を避けてはも

う成り立たないと思います。したがって、今までは、地球温暖化問題とエネルギー問題を別々に

議論してきていたと思いますけれども、それではもう答えが出ないと、私はもう政府の関係大臣

にもそういう主張をしております。 
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 それでは、次、工藤委員。 

○工藤委員 

 ありがとうございます。 

 エネルギー基本計画の全体につきまして、今まで議論したことを反映していただいていると思

います。感謝申し上げます。 

 また、情勢懇についても、坂根分科会長のほうからお話をいただきましたけれども、この内容

にも書いてございますが、非常によい議論をしていただいているというふうに思っております。 

 あらゆる選択肢の可能性を追求する３ＥＳ、３Ｅ＋Ｓの高度化を追求していくという点につい

て、私は全く賛成でございます。 

 全般といたしまして、水素についても記載いただいておりまして、エネルギー供給構造を多様

化させて、低炭素化を実現する手段として明記いただいているということにつきまして、国家間

の競争において我が国が強みを発揮し得る技術について、長期的・計画的に施策を講じていくと

いうことが示されているということは、産業界において強い後押しになると思いますし、まだ長

期の目線が必要な中、知恵と投資を促す非常に大事なことだと思っております。 

 あと、第２章と第３章４節について、２点ずつコメントをさせていただきたいと思います。 

 第２章、2030 年に向けた政策対応についてでございますが、これも情勢懇で坂根分科会長も

おっしゃっておられまして、私も以前申し上げたことがあると思いますけれども、私は、我が国

の一番の深刻な問題というのが、技術自給率を失いつつあるというのがエネルギーにおいて非常

に大きな課題だと思っております。 

 我々、やっぱりエネルギーの技術先進国であり続けるため、資源がない国なわけですから、エ

ネルギーのせめて技術で先進国であり続ける。この技術自給率のポテンシャルが低下しないよう、

我が国ならではの技術をしっかり伸ばして、その技術を最大限活用してエネルギー転換を実現し

て、また、その技術を海外に輸出していくことで世界に貢献していくということが重要であると

いうふうに思っております。 

 例えば蓄電池は、国際商材として強みがある分野で、日本が先行していた分野でありますけれ

ども、ＥＶにより、非常に世界の競争が激化していると思います。簡単なことではないというの

は重々承知しておりますけれども、これをスケールしていく、商業化していく段階になっても負

けない、そういう施策の打ち出し、産業界への動機づけというのも、ぜひ経済産業省様のほうで

不断なくご支援をしていっていただきたいというふうに思っております。 

 また、第２章について、２点目でございますけれども、先ほど、崎田委員からもお話ありまし

たけれども、国民各層とのコミュニケーションの充実についてという点です。 
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 今回、情勢懇の資料を拝見させていただきますと、他国との比較とか日本の現状とか、さまざ

まな切り口で、現状を数字で示していただいているというのが非常にインパクトのあることだと

思います。やはり、仮の数値であっても、また、現在の数値については非常に分析は難しいとこ

ろはあると思いますけれども、数字でしっかりと示していくということが一番伝わりやすいので

はないかと思っております。ぜひ、この数値につきましては、前提を置いた上でも結構でござい

ますので、エネルギー基本計画についての中でもしっかり書き込んでいただきたいと思いますし、

また、継続的にアップデートも行っていただきたいと思います。また、この数字の意味や国民経

済に与える影響なども示していっていただきたいと思っております。 

 あと、もう１点、先ほど、崎田委員からお話があった世代間ギャップという点が、これは結構

大事かなと思っております。こういったエネルギー基本計画や、我々日本が置かれているエネル

ギーの状況について、やっぱり次の世代の人にしっかり伝えていくということが大事だと思って

おります。 

 私自身も小学生のころ、日本は資源がない国だということをさんざん教育の中でたたき込まれ

た覚えが、たたき込まれたというか、非常に恐怖感を持って、どうにかしなければいけないとい

うふうに思った覚えがあります。エネルギー、日本の未来の担う子供たちにとってもエネルギー

というのは非常に大事なことですし、この重要性、あと危機、現状面している危機ですね。また、

それを機会と捉えて、自分としてこういうことを将来やっていくんだというような意識も醸成で

きると思いますので、ぜひ、これを子供にどうやって伝えていくかということも、省庁連携で考

えていっていただきたいというふうに思います。 

 最後に、第３章４節、シナリオ実現に向けた総力戦について、２点お伝えしたいと思います。 

 １点目は、金融の立場から、エネルギー転換・脱炭素化の中で生じる過少投資問題への対処の

必要性についてでございます。 

 過少投資問題は世界共通の課題であると思いますけれども、特に日本においては、世界に先駆

けた人口減少と高度成長期以降の系統の更新投資という喫緊の課題がある中で、エネルギー構成

の組みかえを行っていくというのは、殊さら難易度が高いものだと思っております。先立つもの

として、やはり投資環境。つまり、事業投資家、金融投資家がリスク・リターンを合理的に予想

して投資を行える環境というのが維持されることが大事だと思っております。インフラに関する

投資というのは申すまでもないですけれども、20 年、それ以上にわたる長期で回収を図ってい

くものでありますので、その長期の回収期間において驚くようなルールチェンジが起こるような

環境であると、なかなか投資がしがたいということになります。日本はこの点において非常に安

定しているというふうには思っておりますけれども、引き続き、こういった環境を維持していた
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だきたいと思います。 

 また、予見可能性が非常に重要でございまして、その予見可能性を高めるためには何が必要か

ということは、非常に多岐にわたって難しい点はあるんですけれども、よく固定価格、ＦＩＴの

ような固定価格でないとだめなのかという話もありますが、決してそうではありませんで、収

入・収益を確定させる必要はございませんので、そういったものが合理的に見通せるデータやル

ールというのが広く広まっているということが重要だと思っております。この点につきましては、

ぜひ今後も金融とのコミュニケーションを密にとっていただきたいというふうに思っております。 

 ２点目は、国際連携の実現という点についてです。 

 国際世論が、日本の気候変動や石炭火力、特に超々臨界の石炭火力について理解が不十分な中、

厳しくなっているように感じております。先ほど、水本委員や豊田委員からもお話があったと思

います。海外に向けては、仲間づくり等、日本の取り組みに理解を得るための発信の強化、重層

化をぜひお願いしたいと思います。 

 例えば、我々金融機関にも時々アプローチがありますのが、在日大使館が主催して、自国の取

り組みのアピールとともに、そこの有識者で議論をさせるようなイベントを開いているケースも

ございます。 

 既に、経済産業省様や大臣の方も含めて、いろいろなご尽力をいただいていると思いますけれ

ども、省庁連携して、正しい日本の姿、日本が変えているところ、日本が推進しているところ、

そういったところをしっかり伝えていただけるように努力をお願いしたいと思っております。 

 以上でございます。 

○坂根分科会長 

 それでは、辰巳委員。 

○辰巳委員 

 ありがとうございます。 

 今までの委員の方々がお話しになった話とはもうまるで違う話になるかというふうに思うんで

すけれども、まず、委員長が今回意見書をお出しになったということに対してなんですが、非常

に驚きました。今まで多くの委員会に委員として参加させていただきましたが、これは初めての

経験でした。 

 委員長は、私からすれば、各委員の意見を公平に扱い、議論が円滑に進むように潤滑油的な働

きをしてくださるというのがお仕事かなというふうに思っておりました。というのは、委員長は

最終取りまとめの権限があるわけですから、このようにご自分の意見を主張されてしまいますと、

あとは委員が何を言っても聞いてもらえないんじゃないかなというふうに思ってしまいます。 
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 私は、多くの暮らしを営む普通の人々の声をお聞きしながら、少しでも皆さんの声を反映して

もらいたいと思い委員会にずっと参加してまいりましたけれども、本当に残念でございます。だ

からといって主張しないわけではなくて、それでも申し上げなければならないことは申し上げさ

せていただきたいというふうに思います。 

 きょうは骨子案ということで、文書ではありませんが、ひとまず以下の４点を中心にお話しし

たいというふうに思います。 

 一つですが、まず資源の脆弱性。 

 先ほどから日本は資源がない国だという表現もありましたけれども、やはり再エネの賦存量と

いうものをちゃんと評価し、再エネ生産に恵まれた日本であるということを認めることで脆弱性

は非常に小さくなると思います。もっときちんと自国内での調達可能性を記載してください。 

 そして、再エネの取り扱い。 

 今回の骨子案の８ページの書きぶりですけれども、再エネ、「主力電源化」という新しい言葉

が今回の目玉の一つと理解しておりますけれども、残念ながらサブタイトルに落ちてしまってい

ます。きちんと「再生可能エネルギーを主力電源化」とタイトルに書いていただきたいなという

ふうに思っております。 

 そして、それ以下の説明なんですけれども、さまざまな報道や自然エネルギー財団等のデータ

でも多々紹介されていますが、国際的には劇的に再エネのコストが下がっております。この点に

ついての記述がここにはありません。それで、ぜひだから本論のほうでは入れていただきたいと

思いますけれども、ＦＩＴ負担だけが数値として挙げられているのは不自然です。コストに関し

ては、そういう国際的な状況も記載していっていただきたいというふうに思います。国際的に見

た再エネ投資の増大やコスト低下を踏まえて、日本でも再エネの大量導入とコスト低減に本格的

に取り組むという姿勢が主力電源化につながるというふうに思います。 

 もちろんシステム改革から自由に電源を選ぶことができるようになりました。大いに再エネを

選んで使うという視点も重要だというふうに思っております。 

 次は石炭火力の点です。 

 ＣＣＳやＣＣＳＵＳなど、まだめどの立たない炭素貯留であるのに、これから新増設が 40 基

という話も聞いております。もしもそれらが 40 年稼働しますと、2060 年ごろまで稼働するとし

ますと、すみません、40 年稼働するとなると 2060年ごろまで稼働することになるわけですね。

たとえ既設が順次、ここではフェードアウトという単語を使われておりますので、順次フェード

アウトしたとしても、2030 年ごろのＣＯ２排出というのは、ピークになるはずです。そのような

状況でも新設を進めるというのでしょうか。だから新設はやめて、順次フェードアウトして、な
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くしていかなければならないというふうに思っております。世界では、やはり石炭火力はなくそ

うという方向に進んでいるのに、日本が海外に持っていくというふうなお話は、とんでもない国

際協力ではないかというふうに思っております。 

 そして次、３点目ですが、原子力発電に関する部分です。 

 昨年の８月だったかと思いますが、初回にも申し上げましたが、このエネ基の委員会で私たち

が考えなければならないのは、福島原発事故を直視し、原子力発電のあり方を変えていかなけれ

ばならないということが最重要事項であるということです。 

 前回までの多くの意見箱への皆様のご意見でも、きょうもありますけれども、ちょっときょう

は目を通せておりませんもので、ありますけれども、全てと言ってもいいくらいの皆様が原子力

発電はやめるべしと言われています。もちろん、マスコミなどでの調査でも、６割以上の方々は

原子力発電には反対をされています。 

 今回の骨子案でも、かろうじて原子力依存度については、「可能な限り低減させる」という文

言は残しています。 

 それなのに、第２節の 2030 年に向けた政策対応の９ページですけれども、原子力政策の再構

築では、その低減させるという施策が全く盛り込まれておらず、福島事故の真摯な反省が出発点

であると言葉では言いながら、現状維持というよりは、むしろ拡大政策になっているというのは、

どうしても理解ができません。この書きぶりというか、行数というか、力の入れようというか、

本当に無神経さというもの、私にとっては無神経だなというふうに思いました。これは本当に驚

いたということです。 

 原子力に関しては、発電そのものの安全性だけではなく、事実上破綻している核燃料サイクル

の問題、そして使用済み核燃料の処理の問題、たまっている高レベル放射性廃棄物の地層処分の

問題、また、海外輸出原発のコストの問題、そして福島原発の廃炉や汚染水の問題と、数え上げ

れば重大な課題は切りがなく、この一つ一つを納得のできない国民とどのように対話するのか、

見当もつきません。結局は国民不在でごり押しする形になるのでしょうか。国内でこんなに課題

が山となっているのに、それでも海外に向けて支援をするというのでしょうか。恥ずかしい限り

です。 

 まずは、基本計画ですから、きちんと原子力の依存度を低減するということに向けた取り組み

の計画を書いてくださることを期待しております。 

 最後に、４つ目ですが、国民各層とのコミュニケーション充実についてです。 

 2014 年版にも、最後の章に双方向のコミュニケーションの充実というパートがあり、コミュ

ニケーションを強化していくなどということになっていましたが、その進捗ぐあいなど、どのよ
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うになっているのでしょうか。一応どういう、これに限らずなんですけれども、ここで書かれて

いることがどのように進み、どのようにとどまっているかとかっていう、そういう変化、そうい

うものが知りたいなというふうに思っております。 

 原子力に関しての国民各層とのコミュニケーションに関しては、信頼性を失うような話が、ま

だまだ報道されているだけでも幾つかあります。例えば科学的特性マップの意見交換会の参加者

募集の疑義問題や、昨年 10 月の北海道での講演の講師に対して講演の資料を変更させるような

要求をした話とか、ことしは倶知安の町主催のセミナーで、町が講師に招く予定だったオノ先生

を経産局の推薦する別の講師に変更するというふうな話が報道されていますが、非常に言ってい

ることと行っている事実とが違っているというのが、私たちの目線からすれば、非常に残念だと

いうふうに思っています。 

 できればですけれども、今後公聴会などを開催して、広くこのエネルギー基本計画を共有でき

るものとして、本当の意味での双方向のコミュニケーションが充実することを期待しております。 

 以上です。すみません。 

○坂根分科会長 

 それでは、伊藤委員。 

○伊藤委員 

 ありがとうございます。 

 この 2030 年、2050 年に向けての方向性というのは、当然未来に向けてなので変わっていく。

だから、別にこれは反対もしていないですし、よく理解はできています。 

 先ほど、どなたかの委員が、一方で、今示してある骨子案に比べると、やっぱり坂根委員のお

話のほうがインパクトがあったというか、わかりやすかったというのは、私もそう思ったのは、

これ何かなと考えたら、そこには強い思いとビジョンがあるからだなって。 

 骨子案にないわけではないんですけれども、どこにでもいい顔しているようなニュアンスに捉

えられるという。もちろん国という立場なので仕方がないと思うんですけれども、例えば、例え

ばですよ、これ、再生エネルギーの種類とって見ても、全ての再生エネルギーがこれから本当に

この日本においてベストかどうかというのはわからないわけですよね。ほかの国でベストかもし

れなくても、日本という環境の中で合わなくなってくるエネルギーの種類もあるかもしれません。 

 今、皆さんいろんな種類のエネルギーをつくり、また売るという立場で立っている団体の方々

は、それぞれのビジネスを大切にしたいので、それはそれでいろいろと強調し、意見も言うと思

いますが、将来、例えばＡというエネルギーとＢというエネルギーがだめだと思ったときに、や

っぱり国は強いリーダーシップを持って、毅然とした態度で、もうそのエネルギーはやめましょ



 26 

うとか、方向性を変えましょうというふうに明確に伝えていく必要もあると思うんです。 

 ですから、余りにも気を使い過ぎているのかなと。それが日本という国なのかもしれないけれ

ども、それが結局、エネルギーの外交においても、どうしても先頭に立てない、発言しづらいが

ために、さまざまな問題が生じてしまうのかなという気がします。 

 ですから、やっぱり原発の問題をとって見ても、もちろんいろいろな意見はあると思いますが、

私はやっぱり、福島を経験しているからこそ、だからこそどこよりも原発については強い安全性

であったり、革新的な技術を持ち続けるんだということを明言していき、やめないならやめない

とはっきりと伝えていく。今だとすごく曖昧なニュアンスにしか聞こえてこなくて、だからこそ

伝わっていっていないのかなという気がします。 

 日本の国の未来だけを考えるのではなくて、日本国は地球全体の未来を考えて、こういった行

動を起こすんだというのを国際社会に明言できるような方策。ですから、炭素のこともそうです

けれども、日本の技術があればそういうほかの国々が発するＣＯ２を削減できるんだというのを、

明確なことを伝えていけば、もっともっと日本の立ち位置というのが国際的社会では上位にいく

のではないかなという気がします。 

 どうしても国民に伝える伝え方というのが足りないのかもしれないので、誤解が生じてしまう

のかもしれないので、そこをもっとかみ砕いてわかりやすく、そして、誰にでもいい顔するので

はなくて、ここと決めたベクトルをしっかり伝えながら、未来に向けたいろいろな方策に向けて

行動していってほしいなという気がしました。 

 以上です。 

○坂根分科会長 

 それでは、山口委員。 

○山口委員 

 意見を申し上げたいと思います。 

 まず最初に、今の案に対して基本的なポイントは、総力戦をやるんだということ。それから、

しっかりしたレビューメカニズムを導入するんだと、これが２つ目。それから、技術革新、人材

の維持、これをちゃんとやるんだという点を明確に打ち出されたものであると考えて、それは今

の現状の分析を踏まえてのもので、こういうポイントについては評価いたします。 

 その上で、そういう点をこれからどうやって実現していくかということをこの中に書き込んで

いくということになるわけですが、それに関して４点ほどお話ししたいと思います。 

 まず最初に、「はじめに」のところなんですが、しっかりと、エネルギー基本計画のこういう

議論を延々やっているわけですが、何のためにやっているのかという目標の明確化をもっとしっ
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かり書くべきだと思います。それは何かというと、我が国にとって安価なエネルギーを安定的に、

安全なエネルギーを長期にわたってしっかり確保し、国民全てに供給していくこと。それが目的

なわけでして、その目標に合わせて、それぞれの項目がしっかりマッチしているのかということ

を確認していくという作業が必要であると思います。 

 そのように考えてみますと、例えば、今議論に出ております原子力の依存度は低減するという

表現はどうかということを考えますと、現状のエネルギー基本計画におきましても、エネルギー

の確保、それからコスト、それから安全のための技術、人材の維持、そういった観点から必要な

規模を見きわめるというふうに書いてあるわけでして、本来ここは、適切な規模、適切な原子力

発電の規模を確保するというような表現で書かれるべきであろうかと思います。 

 つまり１つ目は、このエネルギー基本計画のいきなり背景のような話から書いてあるんですが、

ちゃんと目標を明確化しておくと、一つ一つそれとレビューしていくということが重要であると

思います。 

 ２つ目ですが、この計画は、不確かさ、不透明さを踏まえて、しなやかで耐性のある計画と、

それで時代の、それぞれの時代時代の制約条件なり環境条件に合わせた柔軟性を持つというとこ

ろが一つのポイントだろうと思います。そういう中で３Ｅ＋Ｓという点が堅持されているわけで

すが、ここは、この本文の中でも多様化、多層化という言葉が見られていまして、一つ多様化と

いうのはエネルギー源、いろいろなエネルギー源を３Ｅ＋Ｓが実現できるように構築していくと

いうことであろうと思います。 

 それで、多層化というのは何かと考えますと、ヨントウは今の３Ｅ＋Ｓの話をもう少しブレー

クダウンしたものが多層化ではないかと。具体的には、例えばベースロード電源としてしっかり

した規模を維持するであるならば、どういうエネルギーミックスになるのか。それから、脱炭素

電源を実現していくと、2050 年の野心的目標を達成するためにはどういう構成であるべきか。

例えばコストの抑制という目標で見ると、どういう構成であるべきか。それから、エネルギーに

対するリスクの緩和、リスクへの対応という目で見るとどういう構成であるべきか。例えばリス

クへの対応という意味では、石油というのは非常に重要な役割を果たしているわけです。 

 そういうふうに捉えますと、それぞれのエネルギー源の相互の関係が非常に補完的になってい

て、全体的として今の多層化をした幾つかのサブ目標のようなものを達成する構成になっている

ということが明確になり、それぞれの技術をどの規模で維持していくかという根拠もしっかり説

明していけるんではないかと、そういうふうに考えます。 

 ３点目ですが、そういうものを踏まえて、今後に向けて、やはり不確かさに対して対応すると。

それから、将来のいろいろな新しい環境変化に対して対応するという意味で、レビューメカニズ
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ムということを考えられるというのは、これは非常に大切なことであると思います。 

 逆に、レビューメカニズムがあるからこそ、現在の段階で大胆にも書けるわけであります。 

 じゃあ、レビューメカニズムとして何のミッションを負うのかということなんですが、現在そ

の資料にございますのは、最新の技術動向と情勢を科学的に把握して決定していくと、そういう

ふうに書いてあるんですね。 

 原子力の分野で安全性をどう確保するかというのは非常に国際的にも辛辣な議論を行っていま

して、その中で至った結論は、リスクを活用するということなんですが、重要な問題であればあ

るほど、リスクベースではなくリスクインフォームドでやるということなわけです。つまり、リ

スクというサイエンスに依存するのではなくて、それを参照しつつ統合的な判断で決めていくと。 

 そういう意味で、この科学的レビューメカニズムという言葉には少し危険性を感じるところが

ありまして、科学的な根拠を積み重ねていくと皆が納得する意思決定ができるというようにも読

めるわけでして、ここは一つ工夫の要るところかなと、今度の制度設計に向けてと感じます。む

しろ科学的レビューの重要なポイントは、技術革新ということを将来の一つの重要なターゲット

にしたわけでして、科学的、ここで言うレビューメカニズムの中の一環として、技術革新に対し

てどう果敢にチャレンジしていくべきかというのは、このレビューメカニズムとセットで提言し

ていく必要があると。それが両輪として動かしていく、政策とイノベーションを両輪として動か

していくポイントであると思います。 

 それで、４点目なんですが、今いろいろな制約条件の中で決めていくんだということを申し上

げました。 

 やはり今、原子力、特については、非常に大きな制約条件というのは、福島の事故に対する安

全性の向上、あるいはマインド、組織、体制、フレームワークを改革していくということで、こ

れはこれまで７年間、全精力を注ぎ込んで続けていったわけです。それで、これからは当然エネ

ルギー基本計画を実現していかなければいけないわけで、原子力についても、さきの基本計画に

もありましたように、技術、人材の維持も必要なわけですし、技術革新のチャレンジも必要なわ

けです。 

 そうすると、この資料の中に１つ書いていないものがありまして、これは原子力に限ったわけ

ではないんですが、きょう出てきた水素エネルギーあるいは再生可能エネルギーにしても、今後

進めていくと、いろんな問題というのが出てくるわけです。現在の技術開発というのは、安全規

制あるいは技術倫理、そういったものと切り離せないと。新しいイノベーションをやろうとすれ

ば、当然そこでレギュレーションとか倫理といった問題が入ってくるわけです。ぜひここの中で

も、エネルギー基本計画を語る上では、安全規制の問題、そういったところとあわせて進めてい
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く。それを書き込んでいくということが、エネルギー基本計画を着実に、しかも効率的に、国民

の利益に沿うように実現していく重要なポイントであるというふうに思います。 

 以上でございます。 

○坂根分科会長 

 それでは、武田委員。 

○武田委員 

 ありがとうございます。 

 本日は、エネルギー情勢懇談会のポイント、基本計画見直しの骨子案、そして坂根分科会会長

からもご見解をご説明いただきましたことを、まずは感謝申し上げます。 

 私からは３点意見を申し上げたいと思います。 

 まず、１点目は骨子案全体に対する意見でございます。私自身は、先行きが非常に不確実な中

で、バランスがとれたまとめであると考えております。 

 特に、今回は 2050 年に向けた視点が入ったことが、前回からの大きな前進であると考えてお

ります。中でも再生可能エネルギーに関して、経済的に自立し、脱炭素化した主力電源化を目指

すと明記された点は、グローバルでの脱炭素化に向けた動き、新技術の進展、また資金の流れの

変化、などを見据えて、日本も果敢にその分野で挑戦していくという世界への意思表明と受けと

めました。 

 私自身も述べてきたとおり、先行きが不確実な中で、複線シナリオは堅持しつつも、官民でこ

の分野に挑戦していく、また、地方も地産地消に取り組んでいく、そうした意思を示していく、

方向感を示していくということは、基本計画の本文でも必要ではないかと考えております。 

 ２点目は、第３章第４節のシナリオ実現に向けた総力戦に関しての意見でございます。 

 エネルギー転換に向け、政策、外交、産業、金融の好循環の実現ということが書かれておりま

すけれども、私は、エネルギー転換に向けては、政策、外交、技術革新、産業、金融の、５つの

好循環の実現が必要であると考えております。実行シナリオにつきましても、世界のイノベーシ

ョン競争に真剣に向き合う覚悟が伝わるように５層の実行シナリオ、つまり、新技術による競争

力の向上も入れていただいたらどうかと一案として提案したいと思います。 

 先ほど、会長からご説明をいただきましたとおり、技術自給率、その視点、私自身も非常に重

要だと思っています。今、日本経済の今後を左右する分岐点にいると思っております。先ほど、

工藤委員もおっしゃいましたけれども、日本は資源がない中でも、技術で発展してきた歴史がご

ざいます。そうした中で、特にこの点では負けられないというところにはしっかり集中していく

べきではないか、集中投資していくべきではないかとに思っておりますので、そうした観点で、
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この実行シナリオのところにも一文入れていただけたらと感じております。 

 ３点目でございますが、同じくシナリオ実現に向けた総力戦の最後の金融の部分について、若

干意見を述べさせていただきたいと思います。 

 世界の情勢の一つの変化として、世界の資金の流れにも注目していく必要があると思っており

まして、その観点では、今回、「金融」という文字が最後に加わっていることは、私も望ましい

と考えます。 

 私自身、ＧＰＩＦで運用委員を務めておりましたけれども、ＧＰＩＦは 2015 年に国連が機関

投資家に向けて提唱した責任投資原則に署名しておりまして、ＥＳＧに配慮した投資を行うこと

にも同意しております。世界最大の年金基金であるＧＰＩＦがＥＳＧへの取り組みを本格化させ

たことで、日本でもその機運は徐々に高まりつつございます。これは世界の運用の潮流でもござ

いまして、実際に2016年の世界のＥＳＧ投資残高は23兆ドルと、世界の運用資産の約３割にも

達しようとしています。 

 もともと、日本企業は、先ほど、坂根会長も事例をお話ししてくださいましたけれども、環境

や社会への貢献にしっかり取り組んでいるわけです。しかし、その点がもし世界にうまくアピー

ルできていないとするならば、グローバル資金を引きつけられなくなってくるということです。

したがって、この点に対しても、日本として総力戦でＣＯ２削減に取り組み、地球へ貢献してい

く姿勢を世界に真正面からアピールしていく必要があるのではないかと考えております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○坂根分科会長 

 それでは、柏木委員。 

○柏木委員 

 どうもありがとうございます。 

 まず最初に申し上げたいのは、この骨子案は、１、２、３章とも、非常にバランスがとれてい

ると思っています。 

 全体としては、日本は省エネの努力をしてきたが、世界の５％程度の電力を消費している工業

国家大国であるという事実をきちっと認識した上で、選択肢は削る必要はない。カードを削れば、

それだけ戦略のしなやかさがなくなってきますから、経済成長に影響を大きく与えることになる

可能性があるので、選択肢は削らないというのが原則だと思っています。 

 今回の１番目のポイントが、再生可能エネルギーを主力電源とした点です。 

 電力というのは、ある需要に対して、その供給量が瞬時同時同量というのが原則になっていま

す。主力電源化するというけれど、水力が増えるということは余りないでしょう。地熱は非常に
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時間がかりエネルギー密度が低い、バイオマスは国産だけでは量は限られています。そうなると、

主力電源になるメジャーは、今の延長線上で、太陽光と風力、特に洋上風力が広がる事になるか

もしれません。しかし、これらは、変動成分への対応が必要です。となると、同時同量を決定す

る主力電源は、どうしても膨大な量の蓄電システムか、水素燃料電池が必要となります。 

 私は、水素・燃料電池協議会の委員長を務めさせていただいており、2030 年以降、水素のシ

ェアはかなり大きくなっていくことは否めないと思いますが、商業用の電源として自立すること

は簡単ではありません。2030 年のコスト目標は、ノルマル立米 30 円、水素発電では 17 円/kWh。

2050年の目標は、それぞれ20円、12円/kWh。これでようやく商用電源レベルとなるか否かとい

うことになります。 

一方、蓄電システムはどうかというと、蓄電システムで同時同量を行うと、今まで経験した

ことのないような、すごい量の放電と充電を繰り返すことになります。毎日充放電を繰り返すこ

とが、技術的にどの程度のフィージビリティーがあるのか気になる所であります。 

こういうことも考えた上で、着々と政策を進めていかなければならなりません。 

一番最後の 15 ページ、16ページに、原子力の課題解決方針があります。原子力は、安全が最

優先である、これは誰もが賛成だと思います。その次に、経済的に自立し脱炭素化した再生可能

エネルギーの拡大を図る中でとありますが、これで原子力の依存度がどの程度低減が図れるかが

わかっていません。これが不明確な以上、可能な限り原子力を低減するといっても、一定規模残

らざるを得ないのではないかということは容易に推察できます。原子力が何％になるかというの

は今後の方針を待たざるを得ないのですが、今回は2030年から2050年に至る過程において、原

子力の位置づけが、ある程度、明確になっていると思います。 

 一番大事なことは、実用段階にある脱炭素化の選択肢であるとの記載です。原子力は事故コス

トもある程度算定されています。再稼働はもちろんの事として、この３つ目の黒丸が一番重要で

はないかと思います。 

 そして、原子力が重要な選択肢であることを決めない限り、人材・技術・産業基盤の強化を直

ちに着手とありますが、着手できません。この読み方としては、私はこの５つ目の黒丸から、最

終的にはバックエンド問題にもきちっと対応するという位置付けを今回は暗黙のうちに示してい

ると私は理解をしています。 

 最終的には、骨子案の中で熱の問題にも触れていただいています。民生用、産業用分野のエネ

ルギー消費量の 60％は熱ですから、熱の有効利用が重要です。熱の重要性はもちろんのことな

がら、コージェネの廃熱利用、あるいは熱電併給発電所を都心部につくっていくことなども含め

て、総合的に骨子案の中には散りばめられていると考えております。あとは、複線的シナリオの
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仮定の下では、選択肢を減らさないことが重要であり、その内容をきちっと精査して文章を書い

ていただきたいと思います。 

 以上です。 

○坂根分科会長 

 橘川委員。 

○橘川委員 

 まず、具体的な点から１点いきますと、自主開発目標の比率なんですけれども、これが今のエ

ネルギー基本計画に、今回の骨子でも明記されてないわけですが、ＪＯＧＭＥＣのリスクマネー

供給のときにはこれが非常に重要な指針になりますので、40％という目標がもしあるのならば、

それは明記していただきたいと、こういうふうに思います。 

 その上で、情勢懇談会の話で、大胆な、あるいは野心的な総力戦という言葉が出ました。きょ

うこの場で問われているのは、そういう懇談会の方針が出たときに、2030 年のエネルギー基本

計画が、それとの関係で、このままでいいのかということが問われていると思うんですが、多く

の委員がそこにギャップがあるということを言われている。率直に言いまして、骨格をほとんど

変えない、つまり、懇談会の報告が出る前に決めたものの骨格を維持していく。どこが野心的な

のか、どこが大胆なのか、どこに複数シナリオへの入り口があるのか、全く見えないというのが

率直な感想であります。 

 主力電源に再生エネルギーをするというならば、30 年の目標も変えるべきです。太陽光７で

はなくて 10、風力２じゃなくて５、地熱１じゃなくて２、これで 30％になる。ＦＩＴが問題だ

って言いますけれども、30 年ＦＩＴに頼っていたら話にならないわけで、ＦＩＴなしでどうや

って再生入れるかっていうことをすぐ議論しなければいけない。 

 細かいことは言いませんが、3.11のときに54基原発があり、３基建設中。57基のうち、まず

普通に考えて、30 基は廃炉になってくると思います。その送電線をどう使うかということと主

力電源に向けての準備をしていくってことは今すぐできることであって、22 から 24 を変えない

ということ自体が非常に後ろ向きのシグナルだと思います。 

 原子力、50 年で脱炭素の選択肢だって抱えています。その 50 年で今の枠組みだったら、今建

設中の２基は運転開始時期はわからないので、それはちょっと外すとして、既存の 39 基、50 年

で、規制委員会の頭越しに全てを 60 年延長したとしても、50 年で残っているのは 18 基。それ

が 60 年になると５基になる。65 年になると２基になる。69年 12 月には泊３号機がとまってゼ

ロになる。これで選択肢と言えるのかどうか。誰が見ても、もう明らかにおかしいと思うんです

ね。だったら、原子力ってのはつくるのに 20 年、30年かかるわけですから、すぐにでもリプレ
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ースの話をしなければいけない。なのに、ここでリプレースの話はされない。 

 ここで私は、新しいのをなぜつくるのかというのは、危険性を最小化するためには新しいほう

がいい。こういう理屈ですけれども、ということは、古いものはどんどん畳んでいくってことで、

リプレースを言うためには依存度を下げることとセットでないと説得力出ないと思いますので、

私は 15％ぐらい、30 年だと思いますが、なぜそういう手を打たないのか。このタイミングで言

わないということは、12 年 12 月から始まった安倍１強時代が終わろうとしているそのときに、

この１強状態でもリプレース言えなかった政権が、今後どういうふうになるかわからないけれど

も、リプレース言えるなんてことはまず考えられない。 

 だから、この審議会は何も骨格変えないってことで余り意味なく見えるけれども、歴史家とし

ては、この審議会は非常に意味があって、日本で原子力が死んだ審議会になっていくと。亡くな

った心ある推進派の澤昭裕さんが遺稿の中で、日本の原子力を殺したのは原子力ムラであると書

かれていますけれども、まさに正々堂々と議論すべきことを議論しないことによって、結果的に

は道が失われていくと、こういうことになっていくのではないかと、こういうふうに思います。 

 もう一つ、火力、どうしても残ります。それの非化石化、ＣＣＳ二国間クレジット、大事なん

ですけれども、そこに思い切った、今までこの仕組みはもう前から何度もやればいいと言われて

いたんだけれども進んでなかったわけで、それを具体的にどこが問題でどう直すのかという、そ

この見直しも盛り込まれていないと。 

 現実問題として言うならば、これだけ太陽光が入ってきた状況の中で、負荷追従性から考えた

ら、ＬＮＧ火力のほうが分８％、それに対して石炭火力のいいもので分１％、これだけの負荷追

従性の差がありますから、やはりベースロードの中にＬＮＧ火力を入れるという話にならざるを

得ないんじゃないかと、ミドルとベースとして使うっていう。そういう意味で、今やるべきこと

たくさんある。結果的に言うと、仕上がりは原子力15ぐらいにして、再生30にして、天然ＬＮ

Ｇを33％、石炭29、石油３％ぐらいのミックスがいいと私は考えますけれども、なぜ30年につ

いてそういう議論をしないのか。そこが解せない。 

 もし骨格を変えないんならば、ここで別に結論出す必要はないんじゃないかと。端的に言えば、

複数シナリオが重要だ。原発から逃げないという意味は、原子力を使い続けることも考えるけれ

ども、バックエンドが解決しなければ原発を畳むってことも考えるっていうことが原発から逃げ

ないことだと思いますので、その複数シナリオをいつどのタイミングで始めるのか。そのときに

この分科会は開けばいいのであって、この分科会は、逆にマイナスとなるようなイメージを発す

るような結論を出すのならば、結論を出さないほうがいいのではないかと、こういうふうに思い

ます。 
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 以上です。 

○坂根分科会長 

 秋元委員。 

○秋元委員 

 どうもありがとうございます。 

 まず、全体の基本的な骨格に関しては、骨格案に関して賛成するものです。これは、これまで

も申し上げていましたように、2030 年のエネルギーミックスを変えないという部分についても

私は賛成いたします。 

 ただ、ちょっと若干大きいところで、まず抜けているというか、ちょっと検討いただきたいと

いうのは、世界の流れとしてパリ協定が一つあったし、もう一つはＳＤＧゴールを国連で決めた

と。前に４団体からプレゼンいただいたときも、皆さんそのＳＤＧを認識して行動するという話

もありましたので、本文のところで、どこかそのＳＤＧとやっぱり３Ｅ＋Ｓというのは非常に近

い関係でもありますし、ＳＤＧはさらにグローバルな視点なので、そういう視点を少しどこかで

入れてほしいというのが１点目です。 

 ２点目ですけれども、これは坂根会長がおっしゃっていたように、その技術で貢献していくと、

技術の自給率ということをおっしゃっていましたけれども、そこに関しては基本的に賛成です。 

 あと、ＣＯ２排出削減ということを考えたときには、やはりグローバルな面で技術貢献をして

いくっていうことが非常に重要ですので、二国間クレジットという話はありましたけれども、二

国間クレジットだけでは量が限られているということもあって、いかに製品ベースの技術を国際

的に展開していくのか。海外に売っていくのかというところで、実際にその省エネルギーにつな

がる。これは、プリウスとかそういうものは典型的な例だと思いますけれども、ＬＥＤなんかも

そうですけれども、そういったものを展開していくことによってＣＯ２を、グローバルなレベル

でＣＯ２を大きく削減していくことに日本が貢献していくということは、非常にこのＣＯ２問題

にとっては重要だろうというふうに思います。これは、経産省の昨年４月、１年前ぐらいに地球

温暖化対策プラットフォームの報告書というのが出ていますけれども、この中でもそういう方針

が明確に書かれていますけれども、そういうことをしっかりやっていく必要はあるかなと思いま

す。 

 次ですけれども、資金循環のメカニズムの話が書かれていまして、これはまさに、投資がショ

ートするという部分に関しては、そのとおりだろうと思います。特に長期のエネルギー技術、エ

ネルギー技術はどうしても長期になりますので、長期の視点という部分は、民間企業だけではな

かなかそういう投資ができないので、そういう面ではショートすると。しかも、自由化市場とい
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う部分になってくると、電力の価格のボラティリティーが高くなってきますので、そういう面で

も投資がショートしやすい。温暖化問題はさらにグローバルな問題ですので、なかなか内生化す

るということは難しいので、この面でもショートするので、何らかの形で、政府が支援する形で

のショートを防止するような対策はとっていかないといけないというふうに思います。 

 ただ一方で、余りとり過ぎると、今度はエネルギー価格を上昇させてしまう可能性があると。

これはまさにＦＩＴがそうだったと思うんですけれども、政府が余りに介入し過ぎて不適切な形

になると、エネルギー価格を上昇させてしまう危険がある。そうすると、今度は経済の事業環境

が非常に悪くなって、今度は投資を呼び込めなくなってきて、しかも、日本の経済のものづくり

がしっかり活動をしないといけなくて、それで、物をつくって海外に展開しないといけないわけ

ですけれども、それができなくなってくるということがありますので、その見きわめというか、

適切なレベルの介入が必要であって、余りにやり過ぎると電力コストを上昇しかねないので、要

は、税を取り過ぎるとか、そういうことをし過ぎるとかえって悪くなってしまうので、そのあた

りをちょっと、余りに資金循環メカニズムをうまく政府側から働きかけ過ぎるというような形に

ならないような記述をお願いしたいということです。 

 続いて、科学レビューのメカニズムということで、これはちょっと山口委員がおっしゃったこ

とと少し同感なんですけれども、これ、言っていることは非常に正しくて、独立的な形でしっか

りさまざまな情報を集めていくっていうことは大事なことだと思うんですけれども、なかなかこ

の分野は、科学の真実とは何かというところは不確実な部分がかなりあるということなので、そ

ういう中で、要は、申し上げたいのは、余り政治介入を、むしろこういうものをつくることによ

って、政治的な介入が非常に強くなるような形にならないようにしていただきたい。 

 要は、これまでもエネ庁や経済産業省は非常に多くの情報を持って、このエネルギーとかそう

いう意思決定をしてきたわけで、もしくはエネ研さんなんかもそういう情報を、非常にエネルギ

ーの情報を持って、そういうプラットフォームがあるので、そういったものと何が違うのか。こ

こでさらにどういうものを変えたいというふうに思っているのかということが、少しわかりにく

い部分があって、下手にやり過ぎると、むしろ何か変な方向に行かないかなというところで、ち

ょっと曖昧なので、懸念を少し持ったということでございます。 

 透明性を高めていくってことは非常に重要なわけですけれども、この問題は非常に複雑なので、

透明性を高めようと思うと、どこかで単純化したくなってくると。もう単純化すると本質にある

ところが落ちる可能性がありますので、そういったものにならないようにしっかり、この問題は

本当に複雑な問題で、それをしっかり知見を積み重ねていくっていうことが重要ですので、そこ

を怠らないようにしてほしいなというふうに思います。 
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 最後、もうちょっとだけ申し上げますと、やはり私も原子力のオプションは放棄すべきではな

いと思いますし、個人的には、ぜひ新増設もありだということをこの基本計画に書いていただき

たいんですけれども、いろいろ情勢があると思いますので、ここでは、私の理解は、これまでも

委員の意見があったと思いますけれども、不確実性がある中で、この原子力のオプションは放棄

せずに、しっかり対応をとっていくということを書いているんだろうと思います。特に温暖化対

策でＣＯ２を大きく下げないといけないという状況で、これは８割減でなくても、５割減だって

相当難しいので、仮に５割、ＣＯ２を 2050 年に排出削減しようと思っても、電力部門では相当

の脱炭素化を図らないといけませんので、そういうことを考えたとしても、原子力のオプション

ということは絶対的に必要なオプションだと思いますので、しっかりそこに関しては向き合って

いくべきではないかと思います。 

 最後のポイントは、2050 年に関しては若干、エンドユース部分での技術革新、要は、ＩＴと

かＡＩによって社会全体が変革して、エネルギー消費が減っていくとか電力消費が減っていく可

能性というものに関して、少しこの記述が少ないかなと。特にこの骨子のところにはほとんど書

かれていないので、そういうところに関しても少し記述をお願いできればというふうに思います。 

 以上です。 

○坂根分科会長 

 松村委員。 

○松村委員 

 既に伊藤委員から、みんなにいい顔をしているものだということのご指摘があって、前回も私、

同じことを言ったと思うのですが、私自身はそれでもポジティブに捉えるべき点もあると思いま

す。 

 つまり、あらゆるオプションを2030年あるいは2050年を目指してキープするということから

すると、特定のものに今は決め打ちしないということだから、いろんなことを言及するというこ

とだと思います。当然、濃淡があって、どれぐらい補助して政策的に後押しするのかはこれから

の具体的な政策の形成の問題だし、それは今後のパフォーマンスに依存するだろう。ここでこう

書いた以上、１年や２年で打ち切るのではなくて、もう少し長い目で育てることは当然あるとは

思いますが、しかし一方で、2050 年を見据えるのだとすれば、今の時点で書いていることも、

だめだということが明らかになったら、さっさと諦めることも重要なことだと思います。 

 私自身は、例えばＣＣＳには懐疑的です。しかしだからといって、今の時点でそのオプション

を捨てるべきと発言するのは明らかに間違っていると思います。一定程度開発していって、めど

が立てば実装することになると思いますが、しかし、今までの政策の失敗の経験からすると、本
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来、もっと長く後押しすべきなのを早く打ち切ったという失敗の例も多くあると思いますが、逆

の例、つまり惰性でずっと引きずった結果の失敗、お金つぎ込んでしまったから、その後もつぎ

込まざるを得ないと考えた結果の失敗、も多くしている。その点を考えれば、ある程度だめだと

いうことが明らかになれば、いつまでもしがみつかないで早目に見切るのも重要だと思います。 

 次に、何度も出ている技術自給率向上という表現には、懸念があります。 

 自給率という発想は、例えば農産物の自給率だとかというようなことで私たちがイメージする

と、すぐ例えば貿易障壁のようなものを設けて、それで輸入をシャットアウトして、高コストだ

けれども国内の一定レベルの生産を維持する形で自給率向上というものをイメージする。今回自

給率向上という言葉で語られていたものは、そういうようなものでないものがかなり入っている

のではないか。 

 つまり、日本の得意な技術をさらに伸ばして、それで、それを世界標準にする、世界中に使わ

れる、国際的に通用する技術を日本発で育てるという側面もあったと思う。それを自給率向上と

いう言葉で表現していいのか。自給率向上というと、他国からの、他国のすぐれている技術は日

本では差しとめて、日本では日本でつくられたものを使うけれども、結局すごい高コストになる

というのは、本当に我々が目指しているものではない。もう少し適正な言葉というか、本当に目

指しているものを表す言葉がないのかは、考える余地があると思います。 

 次に、経産省の委員会で石炭に関して消極的な発言をするのははばかられるのですが、私は前

回も言いましたが、海外の低効率の石炭を日本の高効率技術のものに置きかえるとこんなに二酸

化炭素が削減できるとかという議論は余りにも安直だと思います。あれは絶対に過大推計だと思

います。 

 仮に日本が技術輸出しなかったならば、石炭火力を畳んで別のものに変えるものの石炭の延命

にもし手を貸したということになったとすると、それはむしろ二酸化炭素排出量をふやすことに

なる。 

 本当に意味があるのは、もし日本の支援がなければこのままリプレースするときにも同じ技術

で石炭火力発電所を建て替えるのを、日本が助けた結果として高効率な石炭火力になるなら確か

に二酸化炭素排出量は純減かもしれない。しかしそれはかなりの程度限られるはず。今のような

ラフな推計は、相当に過大推計。 

 さらに、そんな議論が国際的に本当に通用するのか。あくまで言い張るというのは、それはそ

れで一つのオプションだと思いますが、後に振り返って、もっともな議論だったと評価されるも

のになるのかは、今の時点ではかなりの程度不確実だと思います。将来後の世代からも、とても

ネガティブに評価される可能性は十分あると思います。この点については慎重な検討が必要だと
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思います。 

 次に、会長がこのような形で意見を言うというのに対して、辰巳委員からネガティブな発言が

ありましたが、私はあってもいいと思います。分科会長だって当然委員の一人なわけで、意見を

言う権利はあるわけだし、私は少なくともほかの審議会では、こういう形でないとしても、座長

が積極的に発言することは今まででも相当経験してきた。 

 問題なのは、こういう形で意見が出てくることなのではなくて、こういう形で意見が出てくる

と、まるで大政翼賛会のようにみんなが賛成ですと言って、それで議論が終わっちゃうこと。こ

れは大問題だと思います。それに対して、自由に批判的な意見も言えて、それが反映されること

が確保されている限りにおいては問題のあることだったと思っていないし、ほかのところでも積

極的にこういうことが出てきてもいいのと思います。 

 以上です。 

○坂根分科会長 

 最後になりますが、山内委員。 

○山内委員 

 はい、ありがとうございます。 

 まず、全体的な印象についてですけれども、やはり2030年と2050年ということの関係性とい

うのは、先ほどご説明はいただいたんですけれども、少なくとも骨子の段階では余り明確になっ

ていないというふうに思うんですね。特に、やっぱりこれを読む方は最初のから読んでいって、

それ、どうなんだっていうことを意識すると思うので、その辺、最初のほうにきちっと書いてい

ただきたいなというふうに思っています。内容的に言うと、複線的なシナリオということで、そ

れはわかってくるわけですけれども、やはりその辺の明確な記述が必要ではないかなというふう

に思います。 

 それから、再エネ、再生可能エネルギーの導入加速で、主力電源化に向けた取り組みというふ

うに記述があるわけですけれども、これはある意味では、今の2030年と50年の関係を、これに

ついては結構明確に書いているということで、それは各種マスメディアの報道なんかにもここが

取り上げられているということにあらわれていると思うんですね。もしそうだとすると、主力電

源にしていく再生可能エネルギーをどういうふうに主力電源にするかということについて、もう

少しきちっとした記述が必要ではないかなというふうに思います。 

 極端に言うと、私自身は、こういう形で再生可能エネルギーを主力電源化にするということは、

ある意味ではエネルギーの供給システム自体を、根本的に、抜本的にとは言いませんけれども、

相当程度変える必要があるというふうに思います。ＦＩＴをやって、数字の上ではかなり上がっ
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てきてはいるんですけれども、また、ご承知のように、ＰＶ等については、これから出てくる電

源を考えるとかなりの量があるわけですけれども、ただ、コストが、要するに負担が大きいとか、

そういうことがあるんですけれども、基本的に、やはり今のシステムの中に再生可能エネルギー

を入れてきたということでの、そのコストの増大みたいな部分というのはかなりあるというふう

に思いますね。要するに、集中的な発電と、大規模ネットワークの中にそれを入れてくることに

よって、ＰＶ電源みたいな変動性の電源を、これを使おうということですから、それを克服する

のは相当コストがかかるということだと思います。もしそうだとすると、やはり再生可能エネル

ギーを主力電源にするということであれば、その供給システム自体も変えなきゃいけないし、ほ

かの技術革新とか、ほかの技術と結びついてそれを普及しないと、なかなか主力電源にならない

んではないかなというふうに思います。 

 例えば地産地消の問題なんかもそうですけれども、地産地消で再生可能エネルギーをというの

は基本ですけれども、地産地消をどういうふうに促進していくのかとか、こういうような議論も

必要だというふうに思いますし、そういったことがある程度方向性として書く必要もあるという

ふうに思いますし、それから、より重要なのは、他の技術革新とかと結びついて再生可能エネル

ギーが加速できるんだということだと思います。もちろん蓄電池なんていうのはその典型例だと

思いますけれども、例えばパワー・トゥー・ガスというような形で変動制を緩和するということ

であるとすれば、パワー・トゥー・ガスのガスの水素をどういうふうに使っていくのか。そうし

たら水素のこれからの将来というものをどう考えるかということに結びついていくわけで、そう

いう形での2030年から50年への橋渡しの、こういうようなことを少し、主力電源と言うからに

は、ここで議論して書くべきであるというふうに思っています。 

 それからもう一つは、先ほど、委員長がおっしゃったお話の中で、企業として、システムとし

て省エネを取り組んで、その中で再エネを取り入れたというお話ありましたけれども、非常にい

い例だと思うんですね。そういう形で再生可能エネルギーを、例えば企業システム、あるいは地

域のシステム、こういう中で取り込んでいくことを促すようなインセンティブ、あるいは政策、

こういうものが必要で、何人かの方がおっしゃいましたけれども、ＦＩＴだけでは持ちようがな

いので、ＦＩＴの次のことを考えれば、そういうシステム自体を変えていくようなインセンティ

ブ、これを何らか考えていくというようなことがあってもよろしいのではないかなというふうに

思います。 

 それから、これも何人かの方がおっしゃいましたけれども、最後に、将来に向けての投資環境

というのがあると思います。やはり電力を中心にエネルギー投資、長期的な見通しの中で行われ

るものであります。エネルギーのシステム改革、これはガスも電気もやっているわけであります
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けれども、マーケットを使うという非常に重要な方向性を出したわけですね。昔は電気なんてい

うのは総括原価で投資しましたと、こういうことだったわけだけれども、そうではなくて、マー

ケットの中でやっていくということであります。もしそうだとすると、やはり投資環境をちゃん

と整えていくとか、長期的な投資の意思決定ができるような環境をつくっていくと、こういうこ

とはとても重要だと思います。それを公的な介入でやるのか、あるいはマーケットのデザインで

やるのか、両方あると思うんですね。その辺のことをうまく考えながらつくっていく。そういっ

たこともやはり長期的な視点として、ここに取り入れていくべきだというふうに思っています。 

 以上でございます。 

○坂根分科会長 

 ありがとうございました。いろんなご意見をいただきました。 

 私は、どんな数値目標をつくり、どんな方針を出しても、結局、民間の人たちが汗と知恵を結

集するための方向づけを、政府が引っ張っているというふうに割り切るべきで、そのために、今

やっていることが本当に 2050 年に向かってできるだけみんなの力を終結するように向いている

のだろうかということを、問題提起したつもりです。 

 ミックスの数値そのものについて、橘川さんからも指摘ありましたけれども、もう一度今日の

この報告の中では、2030 年に向かって、本当に今、日々やっていることがそっちに向かってい

るのかということを一度レビューしながら、2050 年に向かっては、今本当に芽がないと実現で

きないわけですから、そういう具体的なところを今回の報告の中で書いてもらったつもりなんで

すが、何のためにこれをやっているかというつながりを、もう少し報告書の中でできるだけわか

りやすくしたほうがいいかなという印象を持ちました。 

では最後、宜しくお願いします。 

○日下部資源エネルギー庁長官 

 きょうはありがとうございます。 

 幾つかの補足をさせていただきますと、30 年のミックスと 50 年のシナリオ、ずっと皆様方の

ご意見聞いてきて、今の技術で予見できる延長線上にある 30 年と、恐らくテクノロジーの姿が

相当変わらないと実現できない 50 年という、ある種の割り切った二文法で今回はご提示させて

いただいています。 

 30年と 50年、これ、その 30年と 50年の区分けは、技術が進歩すれば 30年だったやつが 25

年になるかもしれないし、もしかするとそれが 45 年になるかもしれないし、そこは可変だと思

いますけれども、今回、事務局のほうで皆さんのご意見聞いた上でご提示させていただいたのは、

数年前、あのときに想定した技術の体系が 30 年段階で相当変わるかどうかと見きわめをした上
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で、30 年については必達、50 年についてはチャレンジという形で整理させていただきましたが、

ここについてはもう一回またご議論させていただければと思います。 

 ２つ目で、国の意思ということなんですけれども、ずっとご議論させていただいて、技術に着

目して全方位でチャレンジをすると、この方針でいいかどうかということであります。よく再エ

ネか原子力かと、こういう議論ではなくて、再エネも原子力も化石の再生も、それから、分散も

中央集権的なシステムも、全ての可能性に着目をして、日本として技術でもってこのエネルギー

の安全保障とかを立てていくというアプローチでいいかどうかという、ある種の問いかけだと思

っております。 

 ３番目で、どう着手をするのかというご議論がございました。科学的レビューという議論は、

きょうのご議論で、少し曖昧な点幾つかあるし、危ない点もあるというご議論ありましたけれど

も、科学的レビューのプロセスの中に載せるべきエネルギー転換のテクノロジー群としてはどう

いうものがあるのかという議論をより具体化するプロセスの中で、国としてのこの技術の要する

に競争力を握っていく、行動を具体化していくことが重要だときょうは感じた次第であります。 

 それから、国民的なコミュニケーションという議論なんですけれども、総合エネルギー調査会、

それから情勢懇通じて、多くのデータを出させていただきました。海外の事例もデータを出させ

ております。そうしたデータに基づくコミュニケーションの基礎を固めるということも重要だと

思っております。実は、科学的レビューと書いてありますのもそうした視点も踏まえていて、要

するに、エネルギーの世界というのは、世界の情勢と技術の動向、プラスさまざまなリスクにつ

いての制限のあり方、こうした点を丁寧に示しながらご議論する俎上を、基礎をやるプロセスだ

というふうに感じている次第であります。 

 きょういただいた意見をもとにしまして、再度ご議論させていただければ幸いだと思います。

よろしくお願いします。 

 

３．閉会 

 

○坂根分科会長 

 ちょっと時間オーバーしましたけれども、長時間にわたりご議論ありがとうございました。こ

れをもって終了いたします。 

○小澤資源エネルギー政策統括調整官 

 次回の日程は、追ってまた事務的にご連絡をさせていただくと。本日はありがとうございまし

た。 
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－了－ 

 


